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注：以下では、部会資料４９からの主要な変更点を見え消しで記載しているが、軽微な表現

の修正や、項目番号のずれなどの形式的な修正は反映させている。また、（説明）は、実質

的な変更点及び部会で大きな議論があったが修正しなかった点について記載している。 

 

第１ 定義 5 

次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによるものとする。 

１ 譲渡担保契約 金銭債務を担保するため、債務者又は第三者が動産、債権（民法第３編

第１章第４節の規定により譲渡されるものに限る。以下この１、９⑾イ、９⒁アにおいて

同じ。）その他の財産（抵当権の目的とすることができる財産（次に掲げるものを除く。）

を除く。以下同じ。）を債権者に譲渡することを内容とする契約（16⑵に掲げるものを除く。）10 

をいう。 

⑴ 抵当権の目的とすることができる財産（次に掲げるものを除く。） 

ア⑴ 農業動産信用法第２条第１項に規定する農業用動産（以下「農業用動産」という。） 

イ⑵ 道路運送車両法による登録を受けた自動車（大型特殊自動車で建設機械抵当法第

２条に規定する建設機械であるものを除く。以下「登録自動車」という。） 15 

⑵ 特許権、実用新案権、意匠権及びこれらの実施権、商標権及びその使用権、育成者権

及びその利用権、特許、実用新案登録又は意匠登録を受ける権利、商標登録出願により

生じた権利並びに防護標章登録に基づく権利 

２ 譲渡担保財産 譲渡担保契約の目的である財産をいう。 

３ 譲渡担保権 譲渡担保財産の譲渡を受ける者が譲渡担保契約に基づいて譲渡担保財産に20 

ついて取得する権利をいう。 

４ 譲渡担保権者 譲渡担保権を有する者をいう。 

５ 譲渡担保権設定者 譲渡担保契約の当事者のうち譲渡担保財産を譲渡する者（その者が

譲渡担保財産について有する権利を他の者に譲渡した場合にあっては、その権利を現に有

する者）をいう。 25 

６ 動産譲渡担保契約 譲渡担保契約のうち、動産を目的とするものをいう。 

７ 譲渡担保動産 動産譲渡担保契約の目的である動産をいう。 

８ 動産譲渡担保権 譲渡担保動産の譲渡を受ける者が動産譲渡担保契約に基づいて譲渡担

保動産について取得する権利をいう。 

９ 動産譲渡担保権者 動産譲渡担保権を有する者をいう。 30 

10 動産譲渡担保権設定者 動産譲渡担保契約の当事者のうち譲渡担保動産を譲渡する者

（その者が譲渡担保動産について有する権利を他の者に譲渡した場合にあっては、その権

利を現に有する者）をいう。 

11 債権譲渡担保契約 譲渡担保契約のうち、債権を目的とするものをいう。 

12 譲渡担保債権 債権譲渡担保契約の目的である債権をいう。 35 

13 債権譲渡担保権 譲渡担保債権の譲渡を受ける者が債権譲渡担保契約に基づいて譲渡担

保債権について取得する権利をいう。 

14 債権譲渡担保権者 債権譲渡担保権を有する者をいう。 

15 債権譲渡担保権設定者 債権譲渡担保契約の当事者のうち譲渡担保債権を譲渡する者

（その者が譲渡担保債権について有する権利を他の者に譲渡した場合にあっては、その権40 
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利を現に有する者）をいう。 

16 所有権留保契約 次に掲げる契約をいう。 

⑴ 動産（抵当権の目的とすることができるもの（１⑴ア及びイに掲げるものを除く。）を

除く。以下同じ。）の所有権を移転することを内容とする売買その他の契約（⑵において

「売買契約等」という。）であって、当該動産の代金の支払債務その他の金銭債務を担保5 

するため、当該金銭債務の全部の履行がされるまでの間は、当該動産の所有権を当該動

産の所有権を移転すべき者に留保する旨の定めのあるもの 

⑵ 売買契約等の当事者のうち当該売買契約等の目的である動産の所有権の移転を受ける

べき者が、第三者に対し、当該動産の所有権を移転すべき者に対する当該動産の代金そ

の他の金銭の支払を委託し、当該者が、その支払を受けたときに当該第三者に当該動産10 

の所有権を移転することを約する契約であって、当該金銭の償還債務その他の金銭債務

を担保するため、その金銭債務の全部の履行がされるまでの間は、当該動産の所有権を

当該第三者に留保する旨の定めのあるもの 

17 所有権留保動産 所有権留保契約の目的である動産をいう。 

18 留保所有権 所有権留保動産の所有権を留保する者が所有権留保契約に基づいて所有権15 

留保動産について有する権利をいう。 

19 留保売主等 留保所有権を有する者をいう。 

20 留保買主等 所有権留保契約の当事者のうち、被担保債権に係る債務の全部の履行がさ

れた場合に所有権留保動産の所有権の移転を受ける者（その者が所有権留保動産について

有する権利を他の者に譲渡した場合にあっては、その権利を現に有する者）をいう。 20 

（説明） 

  特許権、実用新案権、意匠権、商標権及び育成者権（以下「特許権等」という。）は、登録

が権利移転の効力要件とされ、行政上の手続においても登録名義人が完全な権利を有するも

のとして扱われているとされている。これらの権利を目的とする譲渡担保契約の効力そのも

のについて確立した判例法理などがあるわけではないことも踏まえると、特許権等を目的と25 

して譲渡担保契約がされた場合の法律関係等については、引き続き解釈に委ねるのが相当で

ある。そこで、特許権等を目的とする譲渡担保権については、新法の適用対象から除外する

こととし、これを譲渡担保契約の定義において明らかにすることとした。また、特許権等に

関連する権利（設定登録前の権利、防護標章登録に基づく権利、実施権、使用権及び利用権）

については、特許権等を適用除外とすることに伴い、併せて新法の適用対象から除外するこ30 

ととしている。 

 

第２ 譲渡担保契約に関する総則規定 

１ 譲渡担保権の内容 

譲渡担保権者は、譲渡担保財産について、他の債権者に先立って自己の債権の弁済を受35 

ける権利を有するものとする。 

 

２ 譲渡担保権の被担保債権の範囲 

譲渡担保権は、元本、利息、違約金、譲渡担保権の実行の費用及び債務の不履行によっ

て生じた損害の賠償を担保するものとする。ただし、譲渡担保契約に別段の定めがあると40 
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きは、この限りでないものとする。 

 

３ 譲渡担保権者による譲渡担保財産の譲渡 

譲渡担保権者は、譲渡担保権の実行手続によらなければ、譲渡担保財産を譲渡すること

ができないものとする。 5 

 

４ 譲渡担保権設定者の処分権限 

譲渡担保権設定者は、譲渡担保財産について、その有する権利を第三者に譲渡すること

ができるものとする。 

 10 

５ 同一の譲渡担保財産についての重複する譲渡担保契約 

譲渡担保財産は、重ねて譲渡担保契約の目的とすることができるものとする。 

 

６ 譲渡担保権の不可分性 

譲渡担保権者は、被担保債権の全部の弁済を受けるまでは、譲渡担保財産の全部につい15 

て、譲渡担保権を行使することができるものとする。 

  

７ 物上代位 

⑴ 譲渡担保権は、譲渡担保財産の売却、賃貸、滅失又は損傷によって譲渡担保権設定者

が受けるべき金銭その他の物に対しても、行使することができるものとする。この場合20 

においては、譲渡担保権者は、その払渡し又は引渡しの前に差押えをしなければならな

いものとする。 

⑵ ⑴前段の規定に基づいて譲渡担保権者が行使する権利は、その金銭その他の物の払渡

し又は引渡しを目的とする債権を目的とする質権又は譲渡担保権であって、⑴後段の規

定による差押えの後に対抗要件が具備されたものに優先するものとする。 25 

⑶ 譲渡担保権の目的である財産についてその譲渡担保権に劣後する先取特権、質権又は

他の譲渡担保権を有する者（以下この⑶において「劣後担保権者」という。）は、その順

位により、譲渡担保権設定者が支払を受けるべき第５、２⑵（第７、４において準用す

る場合を含む。）に規定する残額、第９、１⑷（第 11、２（第 13、１において準用する

場合を含む。以下この７及び９⒁ア（オ）において同じ。）において準用する場合を含む。）30 

に規定する帰属清算金、第９、２⑸（第11、２において準用する場合を含む。）に規定す

る処分清算金又は第 11、１⑴後段（第 13、１において準用する場合を含む。）に規定す

る差額に相当する金銭に対しても、その権利を行うことができるものとする。この場合

においては、劣後担保権者は、その払渡し前に差押えをしなければならないものとする。 

 35 

８ 物上保証人の求償権 

他人の債務を担保するため譲渡担保契約を締結した譲渡担保権設定者は、その債務を弁

済し、又は譲渡担保権の実行によって譲渡担保財産を失ったときは、民法に規定する保証

債務に関する規定に従い、債務者に対して求償権を有するものとする。 

 40 
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９ 根譲渡担保契約の効力 

⑴ 不特定の債権を担保するための譲渡担保契約 

譲渡担保契約は、債務者との間に生ずる一定の範囲に属する不特定の債権を担保する

ためにも締結することができるものとする。 

⑵ 根譲渡担保権の被担保債権の範囲 5 

⑴の債権を担保するために締結された譲渡担保契約（以下「根譲渡担保契約」という。）

に基づく譲渡担保権（以下「根譲渡担保権」という。）を有する者（以下「根譲渡担保権

者」という。）は、確定した元本、利息、違約金、譲渡担保権の実行の費用及び債務の不

履行によって生じた損害の賠償の全部について、その根譲渡担保権を行使することがで

きるものとする。ただし、根譲渡担保契約において極度額（根譲渡担保権を行使するこ10 

とができる被担保債権の上限の額をいう。以下同じ。）の定めがあるときは、当該極度額

を限度とするものとする。 

⑶ 根譲渡担保権の被担保債権の範囲及び債務者の変更 

ア 元本の確定前においては、根譲渡担保権の被担保債権の範囲の変更をすることがで

きるものとする。債務者の変更についても、同様とするものとする。 15 

イ 根譲渡担保権の極度額の定めがない場合におけるアの変更は、利害関係を有する者

の承諾を得なければ、することができないものとする。 

⑷ 根譲渡担保権の極度額の変更等 

根譲渡担保契約の締結後に根譲渡担保権の極度額を定め、又は根譲渡担保権の極度額

の定めを変更し、若しくは廃止するには、利害関係を有する者の承諾を得なければなら20 

ないものとする。 

⑸ 根譲渡担保権の元本確定期日の定め 

ア 根譲渡担保権の担保すべき元本については、その確定すべき期日を定め、又は変更

することができるものとする。 

イ アの期日を定め、又は変更をするには、根譲渡担保権に劣後する譲渡担保権を有す25 

る者その他の第三者の承諾を得ることを要しないものとする。 

ウ アの期日は、これを定め、又は変更した日から５年以内でなければならないものと

する。 

⑹ 根譲渡担保権の被担保債権の譲渡等 

ア 元本の確定前に根譲渡担保権者から債権を取得した者は、その債権について根譲渡30 

担保権を行使することができないものとする。元本の確定前に債務者のために又は債

務者に代わって弁済をした者も、同様とするものとする。 

イ 元本の確定前に債務の引受けがあったときは、根譲渡担保権者は、引受人の債務に

ついて、その根譲渡担保権を行使することができないものとする。 

ウ 元本の確定前に免責的債務引受があった場合における債権者は、民法第 472条の４35 

第１項の規定にかかわらず、根譲渡担保権を引受人が負担する債務に移すことができ

ないものとする。 

エ 元本の確定前に債権者の交替による更改があった場合における更改前の債権者は、

民法第 518条第１項の規定にかかわらず、根譲渡担保権を更改後の債務に移すことが

できないものとする。元本の確定前に債務者の交替による更改があった場合における40 



9 

債権者も、同様とするものとする。 

⑺ 根譲渡担保権者又は債務者の合併 

ア 元本の確定前に根譲渡担保権者について合併があったときは、根譲渡担保権は、合

併の時に存する債権のほか、合併後存続する法人又は合併によって設立された法人が

合併後に取得する債権を担保するものとする。 5 

イ 元本の確定前にその債務者について合併があったときは、根譲渡担保権は、合併の

時に存する債務のほか、合併後存続する法人又は合併によって設立された法人が合併

後に負担する債務を担保するものとする。 

ウ ア又はイの場合には、根譲渡担保契約における譲渡担保権設定者（以下「根譲渡担

保権設定者」という。）は、担保すべき元本の確定を請求することができるものとする。10 

ただし、イの場合において、その債務者が根譲渡担保権設定者であるときは、この限

りでないものとする。 

エ ウの規定による請求があったときは、担保すべき元本は、合併の時に確定したもの

とみなすものとする。 

オ ウの規定による請求は、根譲渡担保権設定者が合併のあったことを知った日から２15 

週間を経過したときは、することができないものとする。合併の日から１月を経過し

たときも、同様とするものとする。 

⑻ 根譲渡担保権者又は債務者の会社分割 

ア 元本の確定前に根譲渡担保権者を分割をする会社とする分割があったときは、根譲

渡担保権は、分割の時に存する債権のほか、分割をした会社及び分割により設立され20 

た会社又は当該分割をした会社がその事業に関して有する権利義務の全部又は一部を

当該会社から承継した会社が分割後に取得する債権を担保するものとする。 

イ 元本の確定前にその債務者を分割をする会社とする分割があったときは、根譲渡担

保権は、分割の時に存する債務のほか、分割をした会社及び分割により設立された会

社又は当該分割をした会社がその事業に関して有する権利義務の全部又は一部を当該25 

会社から承継した会社が分割後に負担する債務を担保するものとする。 

ウ ⑺ウからオまでの規定は、⑻ア又はイの場合について準用するものとする。 

⑼ 根譲渡担保権の譲渡 

ア 元本の確定前においては、根譲渡担保権者は、根譲渡担保権設定者の承諾を得て、

その根譲渡担保権（極度額の定めがあるものに限る。イ及び⑽において同じ。）を譲り30 

渡すことができるものとする。 

イ 根譲渡担保権者は、その根譲渡担保権を二個の権利に分割して、その一方をアの規

定により譲り渡すことができるものとする。この場合において、その根譲渡担保権を

目的とする権利は、譲り渡した根譲渡担保権について消滅するものとする。 

ウ イの規定による譲渡をするには、その根譲渡担保権を目的とする権利を有する者の35 

承諾を得なければならないものとする。 

⑽ 根譲渡担保権の一部譲渡 

元本の確定前においては、根譲渡担保権者は、根譲渡担保権設定者の承諾を得て、そ

の根譲渡担保権の一部譲渡（譲渡人が譲受人と根譲渡担保権を共有するため、これを分

割しないで譲り渡すことをいう。⑾において同じ。）をすることができるものとする。 40 
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⑾ 根譲渡担保権の譲渡又は一部譲渡の対抗要件 

ア 根譲渡担保権の譲渡又は一部譲渡は、動産及び債権の譲渡の対抗要件に関する民法

の特例等に関する法律（以下「特例法」という。）の定めるところに従いその登記をし

なければ、これをもって第三者に対抗することができないものとする。 

イ 債権を目的とする根譲渡担保権の譲渡又は一部譲渡は、当該譲渡又は一部譲渡及び5 

その譲渡又は一部譲渡につき登記がされたことについて、譲渡人若しくは譲受人が当

該債権の債務者に登記事項証明書（特例法第 11 条第２項に規定する登記事項証明書

をいう。以下同じ。）を交付して通知をし、又は当該債務者が承諾をしなければ、これ

をもって当該債務者に対抗することができないものとする。 

⑿ 根譲渡担保権の共有 10 

ア 根譲渡担保権の共有者は、それぞれその債権額の割合に応じて弁済を受けるものと

する。ただし、元本の確定前に、これと異なる割合を定め、又はある者が他の者に先

立って弁済を受けるべきことを定めたときは、その定めに従うものとする。 

イ 根譲渡担保権の共有者は、他の共有者の同意を得て、⑼アの規定によりその権利を

譲り渡すことができるものとする。 15 

⒀ 根譲渡担保権の元本の確定請求 

ア 根譲渡担保権設定者は、根譲渡担保契約に基づく財産の譲渡の時から３年を経過し

たときは、担保すべき元本の確定を請求することができるものとする。この場合にお

いて、担保すべき元本は、その請求の時から２週間を経過することによって確定する

ものとする。 20 

イ 根譲渡担保権者は、いつでも、担保すべき元本の確定を請求することができるもの

とする。この場合において、担保すべき元本は、その請求の時に確定するものとする。 

ウ ア及びイの規定は、担保すべき元本の確定すべき期日の定めがあるときは、適用し

ないものとする。 

⒁ 根譲渡担保権の元本の確定事由 25 

ア 次に掲げる場合には、根譲渡担保権の担保すべき元本は、確定するものとする。 

（ア）根譲渡担保権者が譲渡担保財産について強制執行、担保権の実行（担保権の実行

としての競売の例による競売を含む。）又は７⑴後段若しくは⑶後段の規定による

差押えを申し立てたとき。ただし、差押えがあったときに限る。 

（イ）根譲渡担保権者が譲渡担保財産に対して滞納処分による差押えをしたとき。 30 

（ウ）根譲渡担保権者が次に掲げるいずれかの事由があったことを知った時から２週間

を経過したとき。 

ａ 譲渡担保動産に対する強制執行又は担保権の実行としての競売（その例による

競売を含む。（エ）において同じ。）による差押え（当該根譲渡担保権者の根譲渡

担保権が集合動産譲渡担保権（第４、２⑴に規定する集合動産譲渡担保権をいう。35 

以下このア及び第３、11 において同じ。）である場合における当該根譲渡担保権

に係る動産特定範囲（第４、１に規定する動産特定範囲をいう。以下この（ウ）

及び第３、11⑵において同じ。）に属する動産に対する強制執行、一般の先取特権

に基づく担保権の実行としての競売又は担保権の実行としての競売の例による

競売による差押えを除く。） 40 
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ｂ 当該根譲渡担保権者の根譲渡担保権が集合動産譲渡担保権である場合におけ

る当該根譲渡担保権に係る動産特定範囲に属する動産に対する強制執行、一般の

先取特権に基づく担保権の実行としての競売又は担保権の実行としての競売の

例による競売における特別の先取特権、質権又は動産譲渡担保権に基づく配当要

求 5 

ｃ 譲渡担保財産に対する滞納処分による差押え（当該根譲渡担保権者の根譲渡担

保権が集合動産譲渡担保権である場合における当該根譲渡担保権に係る動産特

定範囲に属する動産に対する滞納処分による差押えを除く。） 

（エ）動産を目的とする根譲渡担保権の根譲渡担保権者が譲渡担保動産に対する強制執

行又は担保権の実行としての競売について配当要求をしたとき。 10 

（オ）根譲渡担保権者が帰属清算の通知（第９、１⑴ア（第 11、２において準用する場

合を含む。）に規定する帰属清算の通知をいう。（カ）において同じ。）又は処分清算

譲渡（第９、２⑴ア（第 11、２において準用する場合を含む。）に規定する処分清算

譲渡をいう。（カ）において同じ。）をしたとき。 

（カ）動産を目的とする根譲渡担保権に劣後する動産譲渡担保権の動産譲渡担保権者が15 

第９、３⑴の同意を得て帰属清算の通知又は処分清算譲渡をしたとき。 

（キ）集合動産譲渡担保権である根譲渡担保権の根譲渡担保権者が根譲渡担保権設定者

に対して第 10、１⑴の規定による通知をしたとき。 

（ク）集合動産譲渡担保権である根譲渡担保権に劣後する集合動産譲渡担保権を有する

者が第 10、２の同意を得て第 10、１⑴の規定による通知をしたとき。 20 

（ケ）債権を目的とする根譲渡担保権の根譲渡担保権者が第 11、１⑴前段の規定により

譲渡担保債権に係る債務の履行を請求したとき。 

（コ）動産及び債権以外の財産（以下「その他の財産」という。）を目的とする根譲渡担

保権の根譲渡担保権者が第 13、１において準用する第 11、１⑴前段の規定により当

該根譲渡担保権の及ぶ債権に係る債務の履行を請求したとき。 25 

（サ）動産を目的とする根譲渡担保権の根譲渡担保権者が譲渡担保動産について第 15、

３⑴の規定による引渡命令を申し立てたとき。ただし、当該引渡命令が発せられた

ときに限る。 

（シ）動産を目的とする根譲渡担保権に劣後する動産譲渡担保権の動産譲渡担保権者が

第 15、５の同意を得て譲渡担保動産について第 15、３⑴の規定による引渡命令を申30 

し立てたとき。ただし、当該引渡命令が発せられたときに限る。 

（ス）根譲渡担保権者又は債務者について相続が開始したとき。 

（セ）債務者又は根譲渡担保権設定者が破産手続開始の決定を受けたとき。 

イ ア（ウ）ａの強制執行若しくは担保権の実行としての競売による差押え、同ｂの強制

執行、一般の先取特権に基づく担保権の実行としての競売若しくは担保権の実行として35 

の競売の例による競売による差押え若しくは同ｃの滞納処分による差押え、同（エ）の

強制執行若しくは担保権の実行としての競売による差押え、同（キ）若しくは同（ク）

の通知、同（サ）若しくは同（シ）の引渡命令又は同（セ）の破産手続開始の決定の効

力が消滅したときは、担保すべき元本は、確定しなかったものとみなすものとする。た

だし、元本が確定したものとしてその根譲渡担保権又はこれを目的とする権利を取得し40 
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た者があるときは、この限りでないものとする。 

 

第３ 動産譲渡担保契約の効力 

１ 動産譲渡担保権の及ぶ範囲 

動産譲渡担保権者は、動産譲渡担保権設定者が動産譲渡担保契約の締結後にその動産の5 

常用に供するために附属させた他の動産であって動産譲渡担保権設定者の所有に属するも

のについても、動産譲渡担保権を行使することができるものとする。ただし、動産譲渡担

保契約に別段の定めがある場合及び動産譲渡担保権設定者の行為について民法第 424条第

３項に規定する詐害行為取消請求をすることができる場合は、この限りでないものとする。 

 10 

２ 動産譲渡担保権者による果実の収取 

動産譲渡担保権者は、その被担保債権について不履行があったときは、後に収穫すべき

譲渡担保動産の天然果実についても、動産譲渡担保権を行使することができるものとする。 

   

３ 動産譲渡担保権設定者による譲渡担保動産の使用及び収益 15 

⑴ 動産譲渡担保権設定者は、譲渡担保動産の用法に従い、その使用及び収益をすること

ができるものとする。 

⑵ 動産譲渡担保権設定者は、善良な管理者の注意をもって、譲渡担保動産の使用及び収

益をしなければならないものとする。 

 20 

４ 妨害の停止の請求等 

⑴ 動産譲渡担保権設定者は、次の各号に掲げるときは、当該各号に定める請求をするこ

とができるものとする。 

ア 譲渡担保動産の使用又は収益を動産譲渡担保権設定者以外の者が妨害しているとき 

その者に対する妨害の停止の請求 25 

イ 譲渡担保動産の使用又は収益を動産譲渡担保権設定者以外の者が妨害するおそれが

あるとき その者に対する妨害の予防の請求 

ウ 譲渡担保動産を動産譲渡担保権設定者以外の者が占有しているとき その者に対す

る返還の請求 

⑵ 動産譲渡担保権者は、次の各号に掲げるときは、当該各号に定める請求をすることが30 

できるものとする。 

ア 第２、１に規定する権利の行使を動産譲渡担保権者以外の者が妨害しているとき 

その者に対する妨害の停止の請求 

イ 第２、１に規定する権利の行使を動産譲渡担保権者以外の者が妨害するおそれがあ

るとき その者に対する妨害の予防の請求 35 

 

５ 牽連性のある金銭債務のみを担保する動産譲渡担保権の対抗力 

⑴ 次に掲げる債務（その利息、違約金、権利の実行の費用及び債務の不履行によって生

じた損害の賠償を含む。11 において「牽連性のある金銭債務」という。）のみを担保す

る動産譲渡担保権は、譲渡担保動産の引渡しがなくても、これをもって第三者に対抗す40 
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ることができるものとする。 

ア 譲渡担保動産の代金債務 

イ 譲渡担保動産の代金債務の債務者から委託を受けた者が当該代金債務を履行したこ

とによって生ずるその者の当該債務者に対する求償権に係る債務 

⑵ ⑴の場合において、６及び９から 11までの規定の適用については、動産譲渡担保契約5 

に基づく動産の譲渡の時に民法第 183条に規定する方法（以下「占有改定」という。）以

外の方法で当該動産の引渡しがあったものとみなすものとする。 

 

６ 動産譲渡担保権の順位 

同一の動産について数個の動産譲渡担保権が互いに競合する場合には、その動産譲渡担10 

保権の順位は、その動産の引渡し（登記又は登録をしなければ権利の得喪及び変更を第三

者に対抗することができない動産にあっては、登記又は登録）の前後によるものとする。 

 

７ 動産譲渡担保権の順位の変更 

⑴ 動産譲渡担保権の順位は、各動産譲渡担保権者の合意によって変更することができる15 

ものとする。ただし、利害関係を有する者があるときは、その承諾を得なければならな

いものとする。 

⑵ ⑴の規定による順位の変更は、特例法の定めるところに従いその登記をしなければ、

その効力を生じないものとする。 

 20 

８ 動産譲渡担保権と先取特権との競合 

⑴ 同一の動産について動産譲渡担保権と先取特権とが競合する場合には、動産譲渡担保

権者は、民法第 330条の規定による第１順位の先取特権者と同一の権利を有するものと

する。 

⑵ ⑴の場合において、動産譲渡担保権者が数人あるときは、各動産譲渡担保権者は、⑴25 

及び民法第 332条の規定に従ってこれらの者が弁済を受けるべき金額の合計額について、

６並びに９及び 10の規定による順位に従って弁済を受けるものとする。 

 

９ 動産譲渡担保権と動産質権との競合 

同一の動産について動産譲渡担保権と動産質権とが競合する場合には、その順位は、動30 

産譲渡担保契約に基づく動産の譲渡についての引渡しと動産質権の設定の前後によるもの

とする。 

 

10 占有改定で対抗要件を備えた動産譲渡担保権の順位の特例 

⑴ ６及び９並びに事業性融資の推進等に関する法律第 18条第１項の規定にかかわらず、35 

占有改定で譲渡担保動産の引渡しを受けることにより対抗要件を備えた動産譲渡担保権

は、占有改定以外の方法で譲渡担保動産の引渡し（特例法第３条第１項の規定により引

渡しがあったものとみなされる場合を含む。）を受けることにより対抗要件を備えた動

産譲渡担保権又は若しくは動産質権又は企業価値担保権に劣後するものとする。 

⑵ 動産譲渡担保権が占有改定以外の方法で譲渡担保動産の引渡し（特例法第３条第１項40 
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の規定により引渡しがあったものとみなされる場合を除く。）を受けることにより対抗

要件を備えたものであっても、その後に動産譲渡担保権設定者が当該譲渡担保動産を現

に所持して占有したときは、⑴の適用については、占有改定で引渡しを受けることによ

り対抗要件を備えたものとみなすものとする。 

（説明） 5 

  動産譲渡担保権又は留保所有権は、動産譲渡担保権又は動産質権だけでなく、事業性融

資の推進等に関する法律によって創設された企業価値担保権とも競合し得る。企業価値担

保権と競合する動産譲渡担保権が占有改定によって対抗要件を具備したものであるときに

ついては、占有改定劣後ルールの趣旨が妥当することから、占有改定によって対抗要件を

具備した動産譲渡担保権は、企業価値担保権に劣後することとした。企業価値担保権の得10 

喪は登記をしなければその効力を生じないため、占有改定によって対抗要件を具備した動

産譲渡担保権は、常に企業価値担保権に劣後することになる。 

  譲渡担保権と企業価値担保権が競合した場合における原則的な優劣関係については、譲

渡担保権に係る対抗要件の具備と企業価値担保権に係る登記の前後によることとし、その

ための所要の整備を行う予定である。 15 

 

11 牽連性のある金銭債務を担保する動産譲渡担保権の順位の特例 

６及び８から 10まで並びに事業性融資の推進等に関する法律第 18条第１項の規定にか

かわらず、牽連性のある金銭債務を担保する動産譲渡担保権は、牽連性のある金銭債務を

担保する限度において、競合する他の動産譲渡担保権又は、動産質権又は企業価値担保権20 

に優先するものとする。ただし、動産譲渡担保権者が次に掲げる時のうち最も早いものよ

り後に譲渡担保動産の引渡しを受けたときは、この限りでないものとする。 

⑴ 他の動産譲渡担保権（集合動産譲渡担保権を除く。）の動産譲渡担保権者が譲渡担保動

産の引渡し（占有改定によるものを除く。）を受けた時 

⑵ 他の動産譲渡担保権（集合動産譲渡担保権に限る。）の動産譲渡担保権者が第４、２⑴25 

の引渡し（占有改定によるものを除く。）を受けた時又は譲渡担保動産が動産特定範囲に

属した時のいずれか遅い時 

⑶ 動産質権の設定時 

⑷ 譲渡担保動産が事業性融資の推進等に関する法律第６条第８項に規定する担保目的

財産に属した時 30 

（説明） 

１ 牽連性のある金銭債務を担保する動産譲渡担保権が企業価値担保権と競合し得ることを

踏まえ、そのような動産譲渡担保権は企業価値担保権との関係でも優先することとした。 

２ 前回部会においては、動産売買契約等がされた後に、第三者がその買主が所有する当該

動産について占有改定の方法により動産譲渡担保権の設定を受け、その後上記動産売買契35 

約に係る売主がその売買代金のみを担保として動産譲渡担保権の設定を受けた場合に後者

の動産譲渡担保権が優先するとの帰結について、疑問が呈されたところである。これに対

しては、占有改定劣後ルールの趣旨等を踏まえれば本文記載の規律も理由がある旨の意見

もあった。 

  部会資料 49 における提案は、牽連性のある金銭債権の発生と担保権の設定が同時でな40 
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くても、その目的である動産について利害関係を有する第三者が現れるまでは牽連性担保

権を優先させるルールを適用しても第三者の利益を害するものではないことから、基本的

には第三者が現れるまで牽連性のある金銭債務を担保する譲渡担保権等を優先するもので

あった。この点からすれば、確かに、占有改定の方法であっても目的となる動産について

対抗要件を備えた権利を有する第三者が現れた場合には、その後は牽連性優先ルールを適5 

用しないとすることにも合理性がある。しかし、牽連性担保権の保護のためにその設定と

被担保債権の発生の同時性が必要でないとすると、牽連性担保権の設定を受けようとする

者は、他の担保権者が現れていないかどうかを確認し、現れていなければ優先的に扱われ

る（例えば、占有改定を具備しておけば、その後に現れた担保権が占有改定以外の方法で

対抗要件を具備した場合であってもその担保権に優先することができる）ことを期待する10 

と考えられる。そして、今般の改正に当たっては、占有改定の公示性が高くないことを踏

まえて、その対抗力としての効力を劣後させており、その趣旨はこの場面でも妥当する。

また、占有改定劣後ルールの下では、占有改定により設定を受けたに過ぎない動産譲渡担

保権者は、後から現れた他の担保権が優先することを受忍しなければならない立場にある

から、その担保権の順位を確実に把握したとまではいえない。以上を踏まえ、前回の部会15 

資料の案を維持することとしている。 

 

12 転動産譲渡担保 

⑴ 動産譲渡担保権は、譲渡担保契約の目的とすることができるものとする。 

⑵ 譲渡担保契約に基づく動産譲渡担保権の譲渡（以下「転動産譲渡担保権の設定」とい20 

う。）は、特例法の定めるところに従いその登記（当該動産譲渡担保権の目的である動産

が特例法第３条第１項の規定による譲渡の登記をすることによってはその譲渡を第三者

に対抗することができないものである場合にあっては、当該動産の譲渡についての対抗

要件。⑶において同じ。）を備えなければ、これをもって第三者に対抗することができな

いものとする。 25 

⑶ 動産譲渡担保権者が数人のために二以上の転動産譲渡担保権の設定をしたときは、こ

れらの転動産譲渡担保権の設定を受けた者（以下「転動産譲渡担保権者」という。）の権

利の順位は、登記の前後によるものとする。 

⑷ 転動産譲渡担保権の設定は、民法第 467条の規定に従い、動産譲渡担保権の被担保債

権の債務者に転動産譲渡担保権の設定を通知し、又は当該債務者がこれを承諾しなけれ30 

ば、これをもって当該債務者、保証人、動産譲渡担保権設定者及びこれらの者の承継人

に対抗することができないものとする。 

⑸ 動産譲渡担保権の被担保債権の債務者が⑷の規定により通知を受け、又は承諾をした

ときは、転動産譲渡担保権者の承諾を得ないでした弁済その他の債務を消滅させる事由

は、当該転動産譲渡担保権者に対抗することができないものとする。 35 

⑹ ⑸の規定は、動産を目的とする根譲渡担保権について転動産譲渡担保権の設定をした

場合において、根譲渡担保権の被担保債権の債務者が元本の確定前にした弁済その他の

債務を消滅させる事由については、適用しないものとする。 

⑺ 転動産譲渡担保権の設定の登記がされた場合において、転動産譲渡担保権の設定及び

その登記がされたことについて、転動産譲渡担保権者が動産譲渡担保権の被担保債権の40 



16 

債務者に登記事項証明書を交付して通知をしたときは、当該債務者について、⑷の規定

による通知があったものとみなすものとする。 

（説明） 

本文⑸及び⑹について、弁済に限らず相殺等がされた場合も同様に扱うべきであるため、

「弁済その他の当該債務を消滅させる事由」と修正している。 5 

 

13 動産譲渡担保権と抵当権との競合 

⑴ 同一の農業用動産について動産譲渡担保権と抵当権とが競合する場合には、その順位

は、動産譲渡担保契約に基づく農業用動産の譲渡についての引渡しと抵当権の登記の前

後によるものとする。 10 

⑵ ⑴の規定にかかわらず、占有改定で農業用動産の引渡しを受けることにより対抗要件

を備えた動産譲渡担保権は、抵当権に劣後するものとする。 

⑶ 農業用動産を目的とする動産譲渡担保権が占有改定以外の方法で当該農業用動産の引

渡し（特例法第３条第１項の規定により引渡しがあったものとみなされる場合を除く。）

を受けることにより対抗要件を備えたものであっても、その後に動産譲渡担保権設定者15 

が当該農業用動産を現に所持して占有したときは、⑵の規定の適用については、占有改

定で引渡しを受けることにより対抗要件を備えたものとみなすものとする。 

⑷ 同一の登録自動車について動産譲渡担保権と抵当権とが競合する場合には、その順位

は、登録の前後によるものとする。 

 20 

第４ 集合動産譲渡担保契約の効力 

１ 特定範囲所属動産を一体として目的とする動産譲渡担保契約 

動産譲渡担保契約は、次に掲げる事項を指定することにより、将来において属する動産

を含むものとして定められた範囲（以下「動産特定範囲」という。）によって特定された動

産（以下「特定範囲所属動産」という。）を、一体として、その目的とすることができるも25 

のとする。 

⑴ 譲渡担保動産の種類 

⑵ 譲渡担保動産の所在場所その他の事項 

 

２ 集合動産譲渡担保権についての対抗要件の特例 30 

⑴ 特定範囲所属動産を一体として目的とする動産譲渡担保契約（以下「集合動産譲渡担

保契約」という。）に基づく動産譲渡担保権（以下「集合動産譲渡担保権」という。）を

有する者（以下「集合動産譲渡担保権者」という。）は、動産特定範囲に属する動産の全

部の引渡しを受けたときは、当該動産特定範囲に将来において属する動産（⑵において

「特定範囲加入動産」という。）についても、他の債権者に先立って自己の債権の弁済を35 

受ける権利を有することを第三者に対抗することができるものとする。 

⑵ 同一の動産について集合動産譲渡担保権と他の動産譲渡担保権（集合動産譲渡担保権

を除く。）又は動産質権とが競合する場合において、当該他の動産譲渡担保権に係る動産

譲渡担保権当初設定者（動産譲渡担保契約の当事者のうち譲渡担保動産を譲渡した者を

いう。以下同じ。）又は当該動産質権を設定した者がその動産譲渡担保契約の締結又は質40 
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権の設定の時点における当該集合動産譲渡担保権に係る動産譲渡担保権設定者以外の

者であるときは、⑴の特定範囲加入動産についての第３、６及び９の規定の適用につい

ては、集合動産譲渡担保権者が⑴の引渡しを受けた時又は当該特定範囲加入動産が動産

特定範囲に属した時のいずれか遅い時に引渡しを受けたものとみなすものとする。 

 5 

３ 集合動産譲渡担保権設定者による特定範囲所属動産の処分 

⑴ 集合動産譲渡担保契約における動産譲渡担保権設定者（以下「集合動産譲渡担保権設

定者」という。）は、特定範囲所属動産の処分をすることができるものとする。ただし、

集合動産譲渡担保権設定者が集合動産譲渡担保権者を害することを知ってしたときは、

処分の効力を生じないものとする。 10 

⑵ ⑴本文にかかわらず、集合動産譲渡担保契約における別段の定めがあるときは、その

定めるところによるものとする。 

⑶ 集合動産譲渡担保権設定者が、⑴ただし書に定める処分をし、又は⑵の別段の定めに

よる処分権限の範囲（⑷及び４において「権限範囲」という。）を超えて動産特定範囲に

属する動産の処分をした場合における民法第 192条の規定の適用については、同条中「善15 

意であり、かつ、過失がない」とあるのは、「善意である」とするものとする。 

⑷ 集合動産譲渡担保権設定者が集合動産譲渡担保権者を害することを知って特定範囲所

属動産の処分をするおそれがあるとき、又は権限範囲を超えて特定範囲所属動産の処分

をするおそれがあるときは、集合動産譲渡担保権者は、その予防を請求することができ

るものとする。 20 

 

４ 動産の補充等による価値の維持義務 

集合動産譲渡担保権設定者は、正当な理由がある場合を除き、動産特定範囲に属する動

産の補充その他の方法によって、特定範囲所属動産の一体としての価値を、集合動産譲渡

担保権者を害しないと認められる範囲を超えて減少することのないように維持しなければ25 

ならないものとする。 

 

５ 集合動産譲渡担保権に基づく物上代位等 

第２、７⑴の規定にかかわらず、集合動産譲渡担保権者は、集合動産譲渡担保権設定者

が４の義務を履行することができると認められる間は、特定範囲所属動産の売却、賃貸、30 

滅失又は損傷によって集合動産譲渡担保権設定者が受けるべき金銭その他の物に対し、集

合動産譲渡担保権を行使することができないものとする。ただし、集合動産譲渡担保権設

定者が集合動産譲渡担保権者を害することを知ってした行為又は権限範囲を超えてした行

為によって受けるべき金銭その他の物に対しては、この限りでないものとする。 

 （説明） 35 

 物上代位に関する第２、７⑴においては、譲渡担保財産の「売却、賃貸、滅失又は損傷」

によって設定者が受けるべき金銭その他の物について物上代位を行使することができるとし

ている。上記本文は、これについての制限を設ける規律であるが、第２、７⑴で定める「賃

貸」が含まれていなかったことから、これを含める修正をした。また、見出しについては、

本文は物上代位以外の規律は含んでいないことから「等」を削除した。 40 
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６ 動産特定範囲に動産を属させる行為に関する詐害行為取消請求 

集合動産譲渡担保権設定者が動産を動産特定範囲に属させた場合には、その動産を目的

とする担保の供与があったものとみなして、民法第 424条の３の規定を適用するものとす

る。 5 

 

第５ 債権譲渡担保契約の効力 

１ 混同の特例 

ある債権の債務者が債権譲渡担保契約に基づき当該債権の譲渡を受けた場合には、民法

第 520条本文の規定にかかわらず、当該債権は消滅しないものとする。 10 

 

２ 譲渡担保債権の第三債務者の弁済等 

⑴ 第三債務者は、債権譲渡担保契約に基づく債権の譲渡について債権譲渡担保権設定者

が民法第 467条第１項の規定による通知をし、又は第三債務者が同項の規定による承諾

をした時より後に債権譲渡担保権者に対してした弁済その他の債務を消滅させる事由を15 

もって債権譲渡担保権設定者その他の第三者に対抗することができるものとする。この

場合において、債権譲渡担保権者は、被担保債権の弁済期が到来するまでは、債権譲渡

担保権設定者に対し、その受けた利益給付の価額に相当する金銭を支払うことを要しな

いものとする。 

⑵ ⑴前段の場合において、被担保債権の弁済期が到来したときは、債権譲渡担保権者は、20 

債権譲渡担保権設定者に対し、その受けた利益給付の価額から被担保債権の額を控除し

た残額を支払わなければならないものとする。 

⑶ ⑵の場合において、債権譲渡担保権設定者が、債権譲渡担保権当初設定者（債権譲渡

担保契約の当事者のうち譲渡担保債権を譲渡した者をいう。以下同じ。）が有していた譲

渡担保債権についての権利を譲り受けた者であるとき（債権譲渡担保権者が当該債権譲25 

渡担保権設定者への譲渡を承諾していたときを除く。）は、債権譲渡担保権者は、当該債

権譲渡担保権当初設定者（当該権利について順次二以上の譲渡がされ、かつ、当該債権

譲渡担保権者がそのいずれかの譲渡を承諾した場合にあっては、当該債権譲渡担保権者

が承諾した直近の譲渡を受けた者）に対する⑵の残額の支払の債務の弁済その他の当該

債務を消滅させる事由をもって当該債権譲渡担保権設定者その他の第三者に対抗するこ30 

とができるものとする。 

⑷ 譲渡担保債権が金銭債権である場合において、被担保債権についての不履行が生ずる

前に当該譲渡担保債権の弁済期が到来したときは、債権譲渡担保権者は、第三債務者に

その弁済をすべき金額を供託させることができるものとする。この場合において、債権

譲渡担保権は、その供託金について存在するものとする。 35 

⑸ 譲渡担保債権が動産の引渡しを目的とするものである場合において、債権譲渡担保権

者が弁済としてその動産の引渡しを受けたときは、債権譲渡担保権者は、債権譲渡担保

権設定者との間で、その債権譲渡担保権の被担保債権を担保するため、その動産を目的

とする動産譲渡担保契約を締結したものとみなすものとする。この場合においては、⑵

及び第 11、１⑴後段の規定は、適用しないものとする。 40 
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（説明） 

  本文⑴及び⑵において「給付の価額」としていた点につき、⑴前段の「弁済その他の債

務を消滅させる事由」のうち弁済以外の事由については「給付」と表現することは必ずし

も相当でないことから、「利益の価額」と修正した。 

 5 

３ 債権譲渡担保権の順位 

同一の債権について数個の債権譲渡担保権が互いに競合する場合には、その債権譲渡担

保権の順位は、民法第467条第２項に規定する確定日付のある証書による通知又は承諾の

前後によるものとする。  

 10 

４ 債権譲渡担保権と債権を目的とする質権との競合 

同一の債権について債権譲渡担保権と質権とが競合する場合には、その順位は、債権譲

渡担保契約に基づく債権の譲渡についての民法第467条第２項に規定する確定日付のある

証書による通知又は承諾と質権の設定についての同法第 367条の規定によりその規定に従

うこととされる同法第 467条第２項に規定する確定日付のある証書による通知又は承諾と15 

の前後によるものとする。 

 

５ 債権譲渡担保権の順位の変更 

⑴ 債権譲渡担保権の順位は、各債権譲渡担保権者の合意によって変更することができる

ものとする。ただし、利害関係を有する者があるときは、その承諾を得なければならな20 

いものとする。 

⑵ ⑴の規定による順位の変更は、特例法の定めるところに従いその登記をしなければ、

その効力を生じないものとする。 

⑶ ⑴の規定による順位の変更は、当該順位の変更及びその順位の変更につき登記がされ

たことについて、いずれかの債権譲渡担保権者が譲渡担保債権の債務者に登記事項証明25 

書を交付して通知をし、又は当該債務者が承諾をしなければ、当該債務者に対抗するこ

とができないものとする。 

 

６ 転債権譲渡担保  

⑴ 債権譲渡担保権は、譲渡担保契約の目的とすることができるものとする。 30 

⑵ 第３、12⑵から⑺までの規定は、譲渡担保契約に基づく債権譲渡担保権の譲渡（以下

この６において「転債権譲渡担保権の設定」という。）について準用するものとする。こ

の場合において、第３、12⑵中「当該動産譲渡担保権の目的である動産が特例法第３条

第１項の規定による譲渡の登記をすることによってはその譲渡を第三者に対抗すること

ができないものである場合にあっては、当該動産」とあるのは「当該債権譲渡担保権の35 

目的である債権が特例法第４条第１項の規定による譲渡の登記をすることによっては当

該債権の譲渡を第三者に対抗することができないものである場合にあっては、当該債権」

と、第３、12⑶、⑸及び⑺中「転動産譲渡担保権者」とあるのは「転債権譲渡担保権者」

と読み替えるものとする。 

⑶ 転債権譲渡担保権の設定は、民法第 467条の規定に従い、譲渡担保債権の債務者に通40 
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知をし、又は当該債務者がこれを承諾しなければ、これをもって当該債務者に対抗する

ことができないものとする。 

⑷ 転債権譲渡担保権の設定の登記がされた場合において、転債権譲渡担保権の設定及び

その登記がされたことについて、転債権譲渡担保権の設定を受けた者が譲渡担保債権の

債務者に登記事項証明書を交付して通知をしたときは、当該債務者について、⑶の規定5 

による通知があったものとみなすものとする。 

 

第６ 集合債権譲渡担保契約の効力 

１ 集合債権譲渡担保権設定者による債権特定範囲に属する債権の取立て 

⑴ 譲渡担保債権の発生年月日の始期及び終期、発生原因その他の事項を指定することに10 

より将来において属する債権を含むものとして定められた範囲（以下「債権特定範囲」

という。）によって特定された債権（以下「特定範囲所属債権」という。）を一括して目

的とする債権譲渡担保契約（以下「集合債権譲渡担保契約」という。）における債権譲渡

担保権設定者（以下「集合債権譲渡担保権設定者」という。）は、集合債権譲渡担保契約

に債権特定範囲に属する債権を取り立てることができる旨の定めがあるときは、当該債15 

権特定範囲に属する債権を取り立てることができるものとする。 

⑵ 第５、２⑴後段の規定は、⑴の規定により集合債権譲渡担保権設定者が債権特定範囲

に属する債権を取り立てることができるとき場合には、第５、２⑴前段の場合において

集合債権譲渡担保契約における債権譲渡担保権（以下「集合債権譲渡担保権」という。）

を有する者（以下「集合債権譲渡担保権者」という。）が受けた利益については、同後段20 

の規定は、適用しないものとする。 

（説明） 

  ⑵の従前の案は、「第５、２⑴後段の規定は、⑴の規定により集合債権譲渡担保権設定者

が債権特定範囲に属する債権を取り立てることができる場合には、適用しない。」とするも

のであった。しかし、この規律は、第５、２⑴前段が適用されることが前提の規律である25 

ところ、その点が文言上分かりにくかったことから、これを明確にするため表現ぶりを修

正した。 

 

２ 集合動産譲渡担保契約の効力の規定の準用 

⑴ 第４、４の規定は、第６、１⑴の規定により債権特定範囲に属する債権を取り立てる30 

ことができる集合債権譲渡担保権設定者について準用するものとする。この場合におい

て、第４、４中「特定範囲所属動産の一体としての」とあるのは「第６、１⑴に規定す

る特定範囲所属債権を一括した」と、「集合動産譲渡担保権者」とあるのは「同⑵に規定

する集合債権譲渡担保権者」と読み替えるものとするものとする。 

⑵ 第４、６の規定は、集合債権譲渡担保権設定者が債権特定範囲に属する債権を発生さ35 

せた場合について準用するものとする。 

 

第７ その他の財産を目的とする譲渡担保契約の効力 

１ その他の財産を目的とする譲渡担保権の順位 

同一のその他の財産について数個の譲渡担保権が互いに競合する場合には、その譲渡担40 
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保権の順位は、当該財産の譲渡についての対抗要件を備えた時の前後によるものとする。 

 

２ その他の財産を目的とする譲渡担保権と質権との競合 

同一のその他の財産について譲渡担保権と質権とが競合する場合には、その順位は、当

該財産の譲渡についての対抗要件を備えた時と当該質権の設定についての対抗要件を備え5 

た時の前後によるものとする。 

 

３ その他の財産のを目的とする転譲渡担保 

⑴ その他の財産を目的とする譲渡担保権は、譲渡担保契約の目的とすることができるも

のとする。 10 

⑵ 第３、12⑵から⑹までの規定は、譲渡担保契約に基づくその他の財産を目的とする譲

渡担保権の譲渡（⑶において「その他の財産を目的とするの転譲渡担保権の設定」とい

う。）について準用するものとする。この場合において、第３、12⑵中「特例法の定める

ところに従いその登記（当該動産譲渡担保権の目的である動産が特例法第３第１項の規

定による譲渡の登記をすることによってはその譲渡を第三者に対抗することができない15 

ものである場合にあっては、当該動産の譲渡についての対抗要件。⑶において同じ。）」

とあるのは「当該その他の財産の譲渡についての対抗要件」と、第３、12⑶中「登記」

とあるのは「当該その他の財産の譲渡についての対抗要件を備えた時」と、第３、12⑶

及び⑸中「転動産譲渡担保権者」とあるのは「その他の財産の転譲渡担保権者」と読み

替えるものとするものとする。 20 

⑶ その他の財産を目的とする転譲渡担保権の設定については、⑴及び⑵に規定するもの

のほか、その性質に反しない限り、第５、６⑶の規定を準用するものとする。 

 

４ 債権譲渡担保契約の効力の規定の準用 

その他の財産を目的とする譲渡担保契約の効力については、その性質に反しない限り、25 

第７に定めるもののほか、第５（第５、３から第５、６までを除く。）及び第６の規定を準

用するものとする。 

 

第８ 適用除外 

１ 第３、５及び９から11まで並びに第４の規定は、登記又は登録をしなければ権利の得喪30 

及び変更を第三者に対抗することができない動産を目的とする動産譲渡担保契約について

は、適用しないものとする。 

２ 第２、９⑼から⑾まで第３、７及び第５、５の規定は、特例法第３条第１項又は第４条

第１項の規定による譲渡の登記をすることによってはその譲渡を第三者に対抗することが

できない財産を目的とする譲渡担保契約については、適用しないものとする。 35 

 

第９ 動産譲渡担保権の実行 

１ 動産譲渡担保権の帰属清算方式による実行 

⑴ 動産譲渡担保権の被担保債権について不履行があった後に動産譲渡担保権者が動産譲

渡担保権設定者に対して次に掲げる事項の通知（以下「帰属清算の通知」という。）をし40 
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たときは、当該被担保債権は、帰属清算の通知の日から２週間を経過した時又は当該動

産譲渡担保権者が譲渡担保動産を現に所持して占有するに至った時のいずれか早い時

（帰属清算の通知の後その時までの間に当該動産譲渡担保権についてその実行の手続の

一時の停止を命ずる旨を記載した裁判又はその実行を一時禁止する裁判があった場合に

あっては、その時又は当該裁判が効力を失った時のいずれか遅い時、当該動産譲渡担保5 

権者が帰属清算の通知をする前から譲渡担保動産を現に所持して占有している場合にあ

っては、帰属清算の通知の時。以下「帰属清算時」という。）に、帰属清算時における譲

渡担保動産の価額の限度において消滅するものとする。次のアからウまでのいずれにも

該当するに至ったときは、動産譲渡担保権の被担保債権は、その時（以下「帰属清算時」

という。）における譲渡担保動産の価額の限度において消滅するものとする。 10 

ア 被担保債権について不履行があった後に動産譲渡担保権者が動産譲渡担保権設定者

に対して次に掲げる事項の通知（以下「帰属清算の通知」という。）をしたこと。 

（ア） 譲渡担保動産をもって被担保債権の弁済に充てること。 

（イ） 帰属清算時における譲渡担保動産の見積価額及びその算定根拠 

（ウ） 帰属清算時における被担保債権の額 15 

イ 帰属清算の通知の日から２週間を経過したこと又は当該帰属清算の通知をした動産

譲渡担保権者が譲渡担保動産の引渡しを受けたこと。 

ウ 帰属清算の通知の後イに該当するに至るまでの間に当該動産譲渡担保権について次

に掲げる裁判があったときは、当該裁判が効力を失ったこと。 

（ア）動産譲渡担保権の実行の手続の一時の停止を命ずる旨を記載した裁判 20 

（イ）動産譲渡担保権の実行を一時禁止する裁判 

⑵ ⑴ア（イ）の譲渡担保動産の見積価額は、合理的な方法により算出したものでなけれ

ばならないものとする。 

⑶ 動産譲渡担保権設定者が、動産譲渡担保権当初設定者が有していた譲渡担保動産につ

いての権利を譲り受けた者であるとき（動産譲渡担保権者が当該動産譲渡担保権設定者25 

への譲渡を承諾していたときを除く。）は、動産譲渡担保権者が当該動産譲渡担保権当初

設定者（当該権利について順次二以上の譲渡がされ、かつ、当該動産譲渡担保権者がそ

のいずれかの譲渡を承諾した場合にあっては、当該動産譲渡担保権者が承諾した直近の

譲渡を受けた者）に対してした帰属清算の通知は、当該動産譲渡担保権設定者に対して

したものとみなすものとする。 30 

⑷ 動産譲渡担保権者は、帰属清算時における譲渡担保動産の価額が帰属清算時における

被担保債権の額を超えるときは、その差額に相当する金銭（以下「帰属清算金」という。）

を動産譲渡担保権設定者に支払わなければならないものとする。この場合において、当

該動産譲渡担保権設定者が、動産譲渡担保権当初設定者が有していた譲渡担保動産につ

いての権利を譲り受けた者であるとき（当該動産譲渡担保権者が当該動産譲渡担保権設35 

定者への譲渡を承諾していたときを除く。）は、当該動産譲渡担保権者は、当該動産譲渡

担保権当初設定者（当該権利について順次二以上の譲渡がされ、かつ、当該動産譲渡担

保権者がそのいずれかの譲渡を承諾した場合にあっては、当該動産譲渡担保権者が承諾

した直近の譲渡を受けた者）に対する帰属清算金の支払の債務の弁済その他の当該債務

を消滅させる事由をもって当該動産譲渡担保権設定者その他の第三者に対抗することが40 
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できるものとする。 

⑸ 民法第 533条の規定は、帰属清算金の支払の債務（⑴ア（イ）の見積価額が同（ウ）

の被担保債権の額を超える場合のその差額が帰属清算金の額に満たないときは、当該差

額に相当する部分に限る。⑹において同じ。）と譲渡担保動産の引渡しの債務の履行につ

いて準用するものとする。 5 

⑹ 動産譲渡担保権設定者は、帰属清算金の支払の債務の弁済を受けるまで、譲渡担保動

産を留置することができるものとする。 

（説明） 

１ 本文⑴について、「譲渡担保動産の引渡しを受けた」としていた点につき、部会では、具

体的にどのような態様の引渡しが含まれるかについて議論があった。動産譲渡担保権者が10 

譲渡担保動産の引渡しを受けた場合には猶予期間が設けられないこととしている趣旨は、

譲渡担保動産に対する事実上の支配が既に動産譲渡担保権者等に移転している場合には、

動産譲渡担保権設定者のために猶予期間を設ける必要性が乏しい点にある。 

  部会では、このような効果を導くには占有改定では足りず、担保権者が客観的に譲渡担

保動産に対する事実上の支配を有している状態になっていることが必要であるとの見解が15 

大勢を占めた一方で、指図による占有移転のうちの一部のものについて猶予期間を設けな

いものとすべきか否かについては意見が分かれた。部会での議論を踏まえ、本文⑴では、

「譲渡担保動産の引渡しを受けた」を「譲渡担保動産を現に所持して占有するに至った」

などと修正している。これは、実行の終了を引渡しの方法によって判断するのではなく、

譲渡担保権者が取得した占有の態様によって判断しようとするものであり、第三者から見20 

ても外形上明らかな程度に事実上の支配が移転した場合には、帰属清算通知から２週間が

経過していなくても、実行の効力が生ずることとするものである。指図による占有移転の

うちの一部によってこの要件を満たすかどうかについては解釈に委ねられるものの、少な

くとも動産譲渡担保権者が現実の引渡しを受けた場合と同程度に譲渡担保動産に対する事

実上の支配が移転していると評価できる場合には、これに該当すると考えられる。 25 

２ 以上のほかに、本文⑴については表現ぶりを修正した。もっとも、被担保債権の債務不

履行後に帰属清算の通知がされることが必要であること、その効果は帰属清算の通知から

２週間が経過した時（又は譲渡担保権者が譲渡担保動産を現に所持して占有するに至った

時）に生ずること、ただし、動産譲渡担保権の実行の手続の一時の停止を命ずる旨を記載

した裁判等があったときはそれが効力を失ったときに効力を生ずることなど、その内容は30 

従前の案から実質的な変更はない。 

 

２ 動産譲渡担保権の処分清算方式による実行 

⑴ 動産譲渡担保権の被担保債権について不履行があった後に動産譲渡担保権者が第三者

に対して譲渡担保動産の譲渡（以下「処分清算譲渡」という。）をしたときは、当該被担35 

保債権は、⑵の規定による通知の日から２週間を経過した時又は当該動産譲渡担保権者

若しくは処分清算譲渡を受けた第三者が譲渡担保動産を現に所持して占有するに至った

時のいずれか早い時（処分清算譲渡の後その時までの間に当該動産譲渡担保権について

その実行の手続の一時の停止を命ずる旨を記載した裁判又はその実行を一時禁止する裁

判があった場合にあっては、その時又は当該裁判が効力を失った時のいずれか遅い時、40 
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当該動産譲渡担保権者が処分清算譲渡をする前から譲渡担保動産を現に所持して占有し

ている場合にあっては、処分清算譲渡の時。以下「処分清算時」という。）に、処分清算

時における譲渡担保動産の価額の限度において消滅するものとする。次のアからウまで

のいずれにも該当するに至ったときは、動産譲渡担保権の被担保債権は、その時（以下

「処分清算時」という。）における譲渡担保動産の価額の限度において消滅するものとす5 

る。 

ア 被担保債権について不履行があった後に動産譲渡担保権者が第三者に対して譲渡

担保動産の譲渡（以下「処分清算譲渡」という。）をしたこと。 

イ ⑵の通知の日から２週間を経過したこと又は処分清算譲渡をした動産譲渡担保権

者若しくは処分清算譲渡を受けた第三者が譲渡担保動産の引渡しを受けたこと。 10 

ウ 処分清算譲渡の後イに該当するに至るまでの間に当該動産譲渡担保権について１

⑴ウ（ア）又は（イ）に掲げる裁判があったときは、当該裁判が効力を失ったこと。 

⑵ 動産譲渡担保権者は、処分清算譲渡をしたときは、遅滞なく、動産譲渡担保権設定者

に対し、次に掲げる事項を通知しなければならないものとする。 

 ア 処分清算譲渡をしたこと。 15 

イ 処分清算時における譲渡担保動産の見積価額及びその算定根拠 

 ウ 処分清算時における被担保債権の額 

⑶ ⑵イの譲渡担保動産の見積価額は、合理的な方法により算出したものでなければなら

ないものとする。 

⑷ 動産譲渡担保権設定者が、動産譲渡担保権当初設定者が有していた譲渡担保動産につ20 

いての権利を譲り受けた者であるとき（動産譲渡担保権者が当該動産譲渡担保権設定者

への譲渡を承諾していたときを除く。）は、動産譲渡担保権者が当該動産譲渡担保権当初

設定者（当該権利について順次二以上の譲渡がされ、かつ、当該動産譲渡担保権者がそ

のいずれかの譲渡を承諾した場合にあっては、当該動産譲渡担保権者が承諾した直近の

譲渡を受けた者）に対してした⑵の規定による通知は、当該動産譲渡担保権設定者に対25 

してしたものとみなすものとする。 

⑸ 動産譲渡担保権者は、処分清算時における譲渡担保動産の価額が処分清算時における

被担保債権の額を超えるときは、その差額に相当する金銭（以下「処分清算金」という。）

を動産譲渡担保権設定者に支払わなければならないものとする。この場合において、当

該動産譲渡担保権設定者が、動産譲渡担保権当初設定者が有していた譲渡担保動産につ30 

いての権利を譲り受けた者であるとき（当該動産譲渡担保権者が当該動産譲渡担保権設

定者への譲渡を承諾していたときを除く。）は、当該動産譲渡担保権者は、当該動産譲渡

担保権当初設定者（当該権利について順次二以上の譲渡がされ、かつ、当該動産譲渡担

保権者がそのいずれかの譲渡を承諾した場合にあっては、当該動産譲渡担保権者が承諾

した直近の譲渡を受けた者）に対する処分清算金の支払の債務の弁済その他の当該債務35 

を消滅させる事由をもって当該動産譲渡担保権設定者その他の第三者に対抗することが

できるものとする。 

⑹ 民法第 533条の規定は、処分清算金の支払の債務（⑵イの見積価額が同ウの被担保債

権の額を超える場合のその差額が処分清算金の額に満たないときは、当該差額に相当す

る部分に限る。⑺において同じ。）と譲渡担保動産の引渡しの債務の履行について準用す40 
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るものとする。 

⑺ 動産譲渡担保権設定者は、処分清算金の支払の債務の弁済を受けるまで、譲渡担保動

産を留置することができるものとする。 

（説明） 

前記１と同様に、本文⑴について、「譲渡担保動産の引渡しを受けた」としていた点につ5 

き「譲渡担保動産を現に所持して占有するに至った」などと修正している。そのほかに、

表現ぶりを修正しているが、上記の点以外に実質的な変更はない。 

 

３ 後順位の動産譲渡担保権者による実行 

⑴ 後順位の動産譲渡担保権者（他当該動産譲渡担保権者の動産譲渡担保権に劣後優先す10 

る動産譲渡担保権を有する動産譲渡担保権者がいる場合における当該動産譲渡担保権者

をいう。以下同じ。）がした帰属清算の通知又は処分清算譲渡は、当該後順位の動産譲渡

担保権者が有する動産譲渡担保権に優先する動産譲渡担保権を有する動産譲渡担保権者

（転動産譲渡担保権者が取得した権利を有する者を含む。）の全員の同意を得なければ、

その効力を生じないものとする。 15 

⑵ 後順位の動産譲渡担保権者が⑴の同意を得て帰属清算の通知又は処分清算譲渡をした

場合における１及び２の規定の適用については、１⑴中「当該被担保債権は」とあるの

は「当該動産譲渡担保権及びこれに優先する動産譲渡担保権の各被担保債権は、その順

位に従って」と、同ア及びウ中「被担保債権」とあるのは「各被担保債権」と、同⑷中

「被担保債権の額」とあるのは「⑴の各被担保債権の合計額」と、同⑸中「被担保債権20 

の額」とあるのは「各被担保債権の合計額」と、２⑴中「当該被担保債権は」とあるの

は「当該動産譲渡担保権及びこれに優先する動産譲渡担保権の各被担保債権は、その順

位に従って」と、同⑵ウ中「被担保債権」とあるのは「⑴の各被担保債権」と、同⑸中

「被担保債権の額」とあるのは「⑴の各被担保債権の合計額」と、同⑹中「被担保債権

の額」とあるのは「各被担保債権の合計額」とするものとする。１⑴中「動産譲渡担保25 

権の被担保債権は」とあるのは「アに規定する帰属清算の通知をした動産譲渡担保権者

が有する動産譲渡担保権及びこれに優先する動産譲渡担保権の各被担保債権は、その順

位に従って」と、２⑴中「動産譲渡担保権の被担保債権は」とあるのは「アに規定する

処分清算譲渡をした動産譲渡担保権者が有する動産譲渡担保権及びこれに優先する動産

譲渡担保権の各被担保債権は、その順位に従って」とするものとする。 30 

⑶ ⑵に規定する場合において、各動産譲渡担保権の被担保債権の消滅すべき順位又は額

について当該各動産譲渡担保権を有する動産譲渡担保権者（転動産譲渡担保権者が取得

した権利を有する者を含む。）間に合意が成立し、かつ、後順位の動産譲渡担保権者が帰

属清算時又は処分清算時以前に債務者及び動産譲渡担保権設定者に対してその合意の内

容を通知したときは、⑵の規定により読み替えて適用する１⑴又は２⑴の規定にかかわ35 

らず、各動産譲渡担保権の被担保債権は、その合意された順位又は額に従って消滅する

ものとする。 

⑷ 動産譲渡担保権設定者が、動産譲渡担保権当初設定者が有していた譲渡担保動産につ

いての権利を譲り受けた者であるとき（動産譲渡担保権者が当該動産譲渡担保権設定者

への譲渡を承諾していたときを除く。）は、動産譲渡担保権者が当該動産譲渡担保権当初40 



26 

設定者（当該権利について順次二以上の譲渡がされ、かつ、当該動産譲渡担保権者がそ

のいずれかの譲渡を承諾した場合にあっては、当該動産譲渡担保権者が承諾した直近の

譲渡を受けた者）に対してした⑶の規定による通知は、当該動産譲渡担保権設定者に対

してしたものとみなすものとする。 

⑸ ⑴の同意をした動産譲渡担保権者が有する動産譲渡担保権の被担保債権で確定期限の5 

到来していないものは、⑵の規定により読み替えて適用する１⑴若しくは２⑴又は⑶の

規定の適用については、弁済期が到来したものとみなすものとする。 

⑹ ⑸の被担保債権が無利息であるときは、帰属清算時又は処分清算時から⑸の確定期限

までの帰属清算時又は処分清算時における法定利率による利息との合算額がその被担保

債権の額となるべき元本額をその被担保債権の額とみなすものとする。 10 

（説明） 

本文⑴について表現ぶりを修正しているほか、本文⑵について後順位の動産譲渡担保権

者が実行する場合の帰属清算金及び処分清算金の算定方法等を明確化する修正をしてい

るが、実質的な変更はない。 

 15 

４ 帰属清算方式又は処分清算方式による実行に必要な行為の受忍義務 

動産譲渡担保権の被担保債権について不履行があった場合において、動産譲渡担保権者

が帰属清算の通知又は処分清算譲渡に必要な行為をしようとするときは、動産譲渡担保権

設定者は、これを拒むことができないものとする。 

 20 

５ 動産譲渡担保権者による他の動産譲渡担保権者等に対する通知 

⑴ 動産譲渡担保契約に基づく動産の譲渡につき動産譲渡登記（特例法第３条第２項に規

定する動産譲渡登記をいう。以下同じ。）がされた動産譲渡担保権の動産譲渡担保権者は、

その被担保債権について不履行があり、かつ、譲渡担保動産を現に所持して占有するに

至ったの引渡しを受けたとき（譲渡担保動産を現に所持して占有するのの引渡しに先立25 

って帰属清算の通知又は処分清算譲渡をした場合にあっては、帰属清算の通知又は処分

清算譲渡をしたとき）は、遅滞なく、その時にその動産譲渡登記の競合担保登記目録（第

24、２⑶アの競合担保登記目録をいう。）に特定事項（同ウに規定する特定事項をいう。）

が記録されている他の動産譲渡登記又は所有権留保登記（同３⑴に規定する所有権留保

登記をいう。）において動産譲渡担保権者又は留保売主等として登記されている全ての30 

者（同２⑵イに規定する転譲渡担保権者又は留保所有権を目的とする譲渡担保権の設定

を受けた者が登記されている場合にあっては、当該転譲渡担保権者又は留保所有権を目

的とする譲渡担保権の設定を受けた者を含む。）に対し、その旨を通知しなければならな

いものとする。 

⑵ ⑴の規定による通知は、通知を受ける者の動産譲渡登記ファイル（特例法第７条第１35 

項に規定する動産譲渡登記ファイルをいう。以下同じ。）上の住所又は事務所に宛てて発

すれば足りるものとする。 

（説明） 

本文⑴について、前記１及び２の修正を踏まえて同様の修正をしているほか、留保所有

権を目的とする譲渡担保権の設定を受けた者（この者は「転動産譲渡担保権者」の概念に40 
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は含まれない）が登記を備えている場合には当該者に対しても通知しなければならない旨

を明確化する修正をしている。 

 

６ 清算金の支払に関する処分の禁止 

⑴ 帰属清算金又は処分清算金の支払を目的とする債権については、帰属清算時又は処分5 

清算時までは、譲渡その他の処分をすることができないものとする。 

⑵ 帰属清算時又は処分清算時の前にされた帰属清算金又は処分清算金の支払の債務の弁

済その他の当該債務を消滅させる事由が弁済された場合には、これその弁済をもって帰

属清算の通知又は処分清算譲渡をした動産譲渡担保権者が有する動産譲渡担保権に劣後

する先取特権、質権又は動産譲渡担保権を有する者に対抗することができないものとす10 

る。 

（説明） 

本文⑵について、弁済に限らず相殺等がされた場合も同様に扱うべきであるため、「弁済

その他の当該債務を消滅させる事由」と修正している。 

 15 

第 10 集合動産譲渡担保権の実行 

１ 集合動産譲渡担保権の実行 

⑴ 集合動産譲渡担保権の被担保債権について不履行があった場合において、集合動産譲

渡担保権者が帰属清算の通知又は処分清算譲渡をしようとするときは、その旨を集合動

産譲渡担保権設定者に通知しなければならないものとする。 20 

⑵ ⑴の規定による通知をした集合動産譲渡担保権者が有する集合動産譲渡担保権及び当

該集合動産譲渡担保権に競合する集合動産譲渡担保権は、当該通知が集合動産譲渡担保

権設定者に到達した後に、動産特定範囲（当該通知をした集合動産譲渡担保権者が有す

る集合動産譲渡担保権に係る動産特定範囲（⑶及び⑷において「実行対象動産特定範囲」

という。）をいう。以下この１において同じ。）に属するに至った動産には及ばないもの25 

とする。 

⑶ ⑴の規定による通知が集合動産譲渡担保権設定者に到達したときは、当該集合動産譲

渡担保権設定者は、第４、３⑴本文及び同⑵の規定にかかわらず、実行対象動産特定範

囲に属する動産（⑵の規定により集合動産譲渡担保権が及ばない動産を除く。）の処分を

することができないものとする。 30 

⑷ ⑴の規定による通知が到達した時に実行対象動産特定範囲に属していた動産と外形上

区別することができる状態で保管する方法により分別して管理されていない動産は、当

該通知が到達した時に当該実行対象動産特定範囲に属していたものと推定するものとす

る。 

⑸ 集合動産譲渡担保権者が、⑴の規定による通知において、その集合動産譲渡担保権に35 

係る動産特定範囲を更に第４、１に掲げる事項を指定することにより限定し、その限定

された特定範囲所属動産のうち、更に第４、１に掲げる事項を指定することにより定め

られた範囲に属する動産についてのみ帰属清算の通知又は処分清算譲渡をしようとする

旨を示したときは、⑴の規定による通知の効力は、その定められた範囲にのみ生ずるも

のとする。 40 



28 

⑹ ⑵の規定に反する特約は、無効とするものとする。 

 

２ 後順位の集合動産譲渡担保権者による実行 

 複数の集合動産譲渡担保契約の動産特定範囲が重複するときは、後順位の集合動産譲渡

担保権者（その重複する部分につき他当該集合動産譲渡担保権者の集合動産譲渡担保権に5 

劣後優先する集合動産譲渡担保権を有する集合動産譲渡担保権者がいる場合における当該

集合動産譲渡担保権者をいう。以下この２において同じ。）がした１⑴の規定による通知は、

その重複する部分につき当該後順位の集合動産譲渡担保権者が有する集合動産譲渡担保権

に優先する集合動産譲渡担保権を有する集合動産譲渡担保権者（転動産譲渡担保権者が取

得した権利を有する者を含む。）の全員の同意を得なければ、当該重複する部分については、10 

その効力を生じないものとする。 

 
３ 通知の撤回 

⑴ １⑴の規定による通知をした集合動産譲渡担保権者は、集合動産譲渡担保契約の動産

特定範囲に属する動産の全部又は一部について帰属清算の通知又は処分清算譲渡をする15 

までの間は、集合動産譲渡担保権設定者の承諾を得て、１⑴の規定による通知を撤回す

ることができるものとする。 

⑵ ⑴の規定による通知の撤回は、当該通知が到達した時に遡ってその効力を生ずるもの

とする。ただし、第三者の権利を害することはできないものとする。 

 20 

４ 集合動産譲渡担保権者による動産特定範囲に属する動産に対する差押え等 

⑴ 集合動産譲渡担保権者が集合動産譲渡担保権に基づいて次のアからウまでに掲げる行

為をしたときは、当該集合動産譲渡担保権は、その後に当該アからウまでに定める範囲

に属するに至った動産には及ばないものとする。当該集合動産譲渡担保権に係る動産特

定範囲と他の集合動産譲渡担保権に係る動産特定範囲が重複する場合における当該他の25 

集合動産譲渡担保権についても、同様とするものとする。 

ア 担保権の実行としての競売による差押え 当該集合動産譲渡担保権に係る特定範囲

所属動産のうち当該差押えの後に当該差押えの場所に存することとなった動産当該集

合動産譲渡担保権に係る動産特定範囲のうち当該差押えの場所に含まれる範囲 

イ 強制執行、一般の先取特権に基づく担保権の実行としての競売又は担保権の実行と30 

しての競売の例による競売（以下このイ及び５⑴イにおいて「強制執行等」という。）

における配当要求 当該集合動産譲渡担保権に係る特定範囲所属動産のうち当該配当

要求の後に当該強制執行等による差押えの場所に存することとなった動産当該集合動

産譲渡担保権に係る動産特定範囲のうちその差押えの場所に含まれる範囲 

ウ 第 15、２⑴イ若しくはウに掲げる保全処分を命ずる決定又は第 15、３⑴の規定によ35 

る引渡命令の執行 当該集合動産譲渡担保権に係る特定範囲所属動産のうち当該執行

の後に当該執行の場所に存することとなった動産当該集合動産譲渡担保権に係る動産

特定範囲のうち当該執行の場所に含まれる範囲 

⑵ 集合動産譲渡担保権者が集合動産譲渡担保権に基づいて⑴アからウまでに掲げる行為

をしたとき（同イに掲げる行為をした場合にあっては、集合動産譲渡担保権設定者が当40 
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該行為があったことを知ったとき）は、集合動産譲渡担保権設定者は、第４、３⑴本文

及び同⑵の規定にかかわらず、当該集合動産譲渡担保権に係る特定範囲所属動産のうち

当該各号の場所に存する動産当該アからウまでに定める範囲に属する動産（⑴の規定に

より集合動産譲渡担保権が及ばない動産を除く。）の処分をすることができないものと

する。 5 

⑶ 集合動産譲渡担保権者が集合動産譲渡担保権に基づいて⑴アからウまでに掲げる行為

をした時（同イに掲げる行為をした場合にあっては、集合動産譲渡担保権設定者が当該

行為があったことを知った時）に当該集合動産譲渡担保権に係る特定範囲所属動産のう

ち当該各号の場所に存していた動産当該アからウまでに定める範囲に属していた動産と

外形上区別することができる状態で保管する方法により分別して管理されていない動産10 

は、当該行為があった時（同イに掲げる行為があった場合にあっては、集合動産譲渡担

保権設定者が当該行為があったことを知った時）に当該各号の場所に存していた当該ア

からウまでに定める範囲に属していたものと推定するものとする。 

⑷ ⑴ア若しくはイに規定する差押え又は同ウに規定する執行が取り消されたときは、⑴

から⑶までの規定の適用については、当該差押え又は執行はなかったものとみなすもの15 

とする。ただし、第三者の権利を害することはできないものとする。 

⑸ ⑴の規定に反する特約は、無効とするものとする。 

 

５ 集合動産譲渡担保権者以外の者による動産特定範囲に属する動産に対する差押え等 

⑴ 集合動産譲渡担保権は、次のアからウまでに掲げる事由があったときは、その後に当20 

該アからウまでに定める範囲に属するに至った動産には及ばないものとする。当該集合

動産譲渡担保権に係る動産特定範囲と他の集合動産譲渡担保権に係る動産特定範囲が重

複する場合における当該他の集合動産譲渡担保権についても、同様とするものとする。 

ア 当該集合動産譲渡担保権に係る動産特定範囲に属する動産に対する担保権の実行と

しての競売（集合動産譲渡担保権又は一般の先取特権に基づくものを除く。）による差25 

押え 当該集合動産譲渡担保権に係る特定範囲所属動産のうち当該差押えの後に当該

差押えの場所に存することとなった動産当該動産特定範囲のうち当該差押えの場所に

含まれる範囲 

イ 当該集合動産譲渡担保権に係る動産特定範囲に属する動産を目的とする強制執行等

強制執行、一般の先取特権に基づく担保権の実行としての競売又は担保権の実行とし30 

ての競売の例による競売における特別の先取特権、質権又は動産譲渡担保権（集合動

産譲渡担保権を除く。）に基づく配当要求 当該集合動産譲渡担保権に係る特定範囲

所属動産のうち当該配当要求の後に当該強制執行等による差押えの場所に存すること

となった動産当該動産特定範囲のうちその差押えの場所に含まれる範囲 

ウ 当該集合動産譲渡担保権に係る動産特定範囲に属する動産を目的とする第 15、２⑴35 

イ若しくはウに掲げる保全処分を命ずる決定（集合動産譲渡担保権に基づくものを除

く。）又は第 15、３⑴の規定による引渡命令（集合動産譲渡担保権に基づくものを除

く。）の執行 当該集合動産譲渡担保権に係る特定範囲所属動産のうち当該執行の後

に当該執行の場所に存することとなった動産当該動産特定範囲のうち当該執行の場所

に含まれる範囲 40 
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⑵ ４⑵、⑶、⑷本文及び⑸の規定は、⑴の場合について準用するものとする。 

（説明） 

  従前の案においては、差押え等がされた場合において固定化が生ずる範囲について、「動

産特定範囲のうち差押えの場所に係る範囲」などのように表現していた。 

  しかし、動産特定範囲は場所以外の事項を指定することにより定められることがあるた5 

め、「差押えの場所に係る範囲」が常に動産特定範囲に含まれているとは限らない。すなわ

ち、動産の「所在場所」を指定することにより「動産特定範囲」が定められている場合に

は、「差押えの場所に係る範囲」は「動産特定範囲」に含まれているのに対し、「所在場所」

以外の事項を指定することにより「動産特定範囲」が定められている場合には、「差押えの

場所に係る範囲」は「動産特定範囲」に含まれているわけではない。このような場合には、10 

これを「動産特定範囲」の「うち」であると表現することは必ずしも適切ではない。 

  そこで、「範囲」ではなく、どのような「動産」に集合動産譲渡担保権が及ばなくなるか

によって固定化の範囲を特定することとした。このように、修正の趣旨は、場所的な範囲

ではなく動産に着目することによって固定化の範囲を表現しようとしたものであり、固定

化の範囲については、従来の提案からの修正はない。 15 

 

６ 集合動産譲渡担保権者による超過分の金銭の組入義務等 

⑴ 第２、７⑴若しくは⑶、第９、１⑴若しくは２⑴の規定により、又は民事執行法第 139

条第１項若しくは第２項若しくは第 142 条（これらの規定を同法第 192 条（同法第 195

条の規定によりその例によることとされる場合を含む。）において準用する場合を含む。）20 

の規定による配当若しくは弁済金の交付により集合動産譲渡担保権の被担保債権の全部

又は一部が消滅し、かつ、その消滅した額が次に掲げる額のうちいずれか大きい方の額

を超える場合において、集合動産譲渡担保権設定者について破産手続開始の決定（破産

法第 216条第１項の規定による破産手続廃止の決定がされた場合を除く。）、再生手続開

始の決定、更生手続開始の決定又は特別清算開始の命令があったときは、集合動産譲渡25 

担保権者は、その超える額に相当する金銭（⑶及び⑷において「超過分の金銭」という。）

を破産財団、再生債務者財産（民事再生法第 12条第１項第１号に規定する再生債務者財

産をいう。）、更生会社財産（会社更生法第２条第 14項に規定する更生会社財産をいう。）

又は清算株式会社の財産に組み入れなければならないものとする。ただし、当該集合動

産譲渡担保権の被担保債権が消滅した日から１年を経過した日以後に破産手続開始、再30 

生手続開始、更生手続開始又は特別清算開始の申立てがあったときは、この限りでない

ものとする。 

ア 集合動産譲渡担保権の目的である動産の評価額に 10分の９を乗じた額 

イ 当該集合動産譲渡担保権の実行の費用並びに最も優先する集合動産譲渡担保権の被

担保債権の元本の合計額 35 

⑵ ⑴の場合において、集合動産譲渡担保権が複数あるときは、各集合動産譲渡担保権者

は、その集合動産譲渡担保権の被担保債権が消滅した額を限度として、次のア及びイに

定めるところによりの定めるところに従い、⑴の義務を負担するものとする。 

ア 順位を異にする集合動産譲渡担保権があるときは、劣後する集合動産譲渡担保権に

係る集合動産譲渡担保権者が先に負担する。 40 
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イ 順位を同じくする集合動産譲渡担保権が複数あるときは、各集合動産譲渡担保権者

が、その集合動産譲渡担保権の被担保債権の価額の割合に応じて負担する。 

⑶ 集合動産譲渡担保権者は、超過分の金銭の支払について、相殺をもって債権者に対抗

することができないものとする。 

⑷ ⑴の場合には、超過分の金銭に相当する金額の被担保債権は、消滅しなかったものと5 

みなすものとする。 

⑸ 集合動産譲渡担保権設定者又はその債権者は、⑴の義務の履行を確保するため必要が

あるときは、集合動産譲渡担保権者に対して相当の担保を請求することができるものと

する。 

（説明） 10 

  ⑵において組入義務を負うのは実行によって被担保債権の満足を得た譲渡担保権者であ

ること、組入義務は各譲渡担保権者が満足を得た額を限度とすることを意図していたが、

従前の案ではこれらがいずれも適切に表現されていなかったため、⑵に「その集合動産譲

渡担保権の被担保債権が消滅した額を限度として」を加える修正を行った。 

  例えば、１０００万円の集合動産について実行がされ、７００万円を１番の集合動産譲15 

渡担保権者Ａが、２２０万円を２番の集合動産譲渡担保権者Ｂが、８０万円を３番の集合

動産譲渡担保権者Ｃが、それぞれ回収したが、４番の集合動産譲渡担保権を有していたＤ

は回収することができなかったとする。集合動産譲渡担保権の被担保債権の消滅額は合計

１０００万円であり、評価額の１０分の９である９００万円を超えることから、超過額１

００万円の組入義務が発生する。そして、集合動産譲渡担保権者が複数いるため、各集合20 

動産譲渡担保権者の負担額は⑵によって定まるところ、⑵アからは、最も劣後するＤがま

ず負担するように読めるが、その被担保債権の消滅額が限度となるため、これが０である

Ｄの負担額はない。次いで、Ｃが、Ｃの集合動産譲渡担保権の被担保債権の消滅額である

８０万円を限度として組入額を負担し、更に、Ｂが、全体の組入義務１００万円のうち残

額２０万円を負担することになる。 25 

 

第 11 債権譲渡担保権の実行 

１ 債権譲渡担保権者による債権の取立て 

⑴ 債権譲渡担保権者は、被担保債権について不履行があったときは、譲渡担保債権を直

接に取り立てることができるものとする。この場合において、債権譲渡担保権者の受け30 

た利益給付の価額が被担保債権の額を超えるときは、その差額に相当する金銭を債権譲

渡担保権設定者に支払わなければならないものとする。 

⑵ ⑴後段の場合において、債権譲渡担保権設定者が、債権譲渡担保権当初設定者が有し

ていた譲渡担保債権についての権利を譲り受けた者であるとき（債権譲渡担保権者が当

該債権譲渡担保権設定者への譲渡を承諾していたときを除く。）は、債権譲渡担保権者35 

は、当該債権譲渡担保権当初設定者（当該権利について順次二以上の譲渡がされ、かつ、

当該債権譲渡担保権者がそのいずれかの譲渡を承諾した場合にあっては、当該債権譲渡

担保権者が承諾した直近の譲渡を受けた者）に対する⑴後段の差額に相当する金銭の支

払の債務の弁済その他の当該債務を消滅させる事由をもって債権譲渡担保権設定者そ

の他の第三者に対抗することができるものとする。 40 
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（説明） 

第５、２⑴との平仄から、「給付の価額」を「利益の価額」と修正している。 

 

２ 債権譲渡担保権の帰属清算方式又は処分清算方式による実行 

第９、１（⑸及び⑹を除く。）、同２（⑹及び⑺を除く。）及び同６の規定は、債権譲渡担5 

保権について準用するものとする。この場合において、第９、１⑴中「経過した時又は当

該動産譲渡担保権者が譲渡担保動産を現に所持して占有するに至った時のいずれか早い時」

とあるのは「経過した時」と、「いずれか遅い時、当該動産譲渡担保権者が帰属清算の通知

をする前から譲渡担保動産を現に所持して占有している場合にあっては、帰属清算の通知

の時」とあるのは「いずれか遅い時」と、同２⑴中「経過した時又は当該動産譲渡担保権10 

者若しくは処分清算譲渡を受けた第三者が譲渡担保動産を現に所持して占有するに至った

時のいずれか早い時」とあるのは「経過した時」と、「いずれか遅い時、当該動産譲渡担保

権者が処分清算譲渡をする前から譲渡担保動産を現に所持して占有している場合にあって

は、処分清算譲渡の時」とあるのは「いずれか遅い時」と読み替えるものとする。第９、

１⑴イ中「こと又は当該帰属清算の通知をした動産譲渡担保権者が譲渡担保動産の引渡し15 

を受けたこと」とあり、及び同２⑴イ中「こと又は処分清算譲渡をした動産譲渡担保権者

若しくは処分清算譲渡を受けた第三者が譲渡担保動産の引渡しを受けたこと」とあるのは、

「こと」と読み替えるものとする。 

（説明） 

第９、１⑴及び同２⑴の修正を踏まえた修正であり、実質的な変更はない。 20 

 

第 12 集合債権譲渡担保権の実行 

１ 集合債権譲渡担保権の実行 

集合債権譲渡担保契約における債権譲渡担保権（以下「集合債権譲渡担保権」という。）

の被担保債権について不履行があった場合において、集合債権譲渡担保権を有する者（以25 

下「集合債権譲渡担保権者」という。）が集合債権譲渡担保権設定者に対して特定範囲所属

債権について第 11、１⑴前段の規定による取立て、同２において準用する第９、１⑴アに

規定する帰属清算の通知又は第 11、２において準用する第９、２⑴アに規定する処分清算

譲渡をしようとする旨を通知したときは、集合債権譲渡担保権設定者は、債権特定範囲に

属する債権を取り立てることができないものとする。ただし、第三債務者にもその旨を通30 

知しなければ、これをもって第三債務者に対抗することができないものとする。 

 

２ 集合債権譲渡担保権者による超過分の金銭の組入義務等 

第 10、６の規定は、第２、７⑴若しくは⑶、第 11、１⑴前段又は同２において準用する

第９、１⑴若しくは２⑴の規定により集合債権譲渡担保権の被担保債権の全部又は一部が35 

消滅した場合について準用するものとする。この場合において、第 10、６⑴中「その消滅

した額」とあるのは「その消滅した額（集合債権譲渡担保権設定者について再生手続開始

の決定又は更生手続開始の決定があった場合において、第 16、９⑵ただし書に規定すると

きにあっては、再生手続開始の決定又は更生手続開始の決定までに消滅した額に限る。）」

と、「集合動産譲渡担保権者」とあるのは「集合債権譲渡担保権者」と、同ア中「動産の」40 
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とあるのは「債権（集合債権譲渡担保権設定者について再生手続開始の決定又は更生手続

開始の決定があった場合において、第 16、９⑵ただし書に規定するときにあっては、再生

手続開始の決定又は更生手続開始の決定までに発生したものに限る。）の」と、同⑵、⑶及

び⑸中「集合動産譲渡担保権者」とあるのは「集合債権譲渡担保権者」と読み替えるもの

とする。 5 

（説明） 

  集合債権譲渡担保設定者について再生手続又は更生手続が開始された場合には、原則とし

てその後に発生する債権に譲渡担保権は及ばないことになる（第 16、９⑵本文）が、別段の

合意がある場合には、設定者について再生手続又は更生手続が開始されても、その後に生じ

た債権に譲渡担保権が及ぶ（第 16、９⑵ただし書）。このような別段の定めがあった場合に10 

組入義務をどのように算定するかが問題になる。 

  第 16、９⑵ただし書の別段の定めがあった場合には、再生手続又は更生手続が開始された

後も継続的に集合債権譲渡担保権の目的である債権が発生し続けるため、なんらかの時的限

界を設けなければ、集合債権譲渡担保権の目的である債権の評価額を確定することができな

い。また、この別段の定めがある場合には再生手続又は更生手続が開始された場合には、別15 

途一般債権者との調整が図られている（第 16、９⑷）ため、これに加えて、本項による組入

義務を生じさせる意義に乏しい。そこで、この場合には、再生手続開始決定又は更生手続開

始決定までに被担保債権が消滅した場合に、その消滅額が、再生手続開始決定又は更生手続

開始決定までに発生した債権の評価額の９割を超える場合に、償還義務が発生することとし

ている。 20 

 

第 13 その他の財産を目的とする譲渡担保権の実行 

１ その他の財産を目的とする譲渡担保権の実行については、その性質に反しない限り、第

11及び第 12の規定を準用するものとする。 

２ １の譲渡担保権のうち取引所の相場その他の市場の相場がある商品を目的とするものの25 

帰属清算方式又は処分清算方式による実行については、帰属清算の通知又は処分清算譲渡

の時に被担保債権が消滅する１において準用する第 11、２において準用する第９、１⑴（イ

及びウに係る部分に限る。）及び同２⑴（イ及びウに係る部分に限る。）の規定は、適用し

ないものとする。 

（説明） 30 

第９、１⑴及び同２⑴の修正を踏まえた修正であり、実質的な変更はない。 

 

第 14 強制執行等の特例 

１ 動産譲渡担保権者による配当要求等及び動産競売の申立て 

⑴ 動産譲渡担保権者による配当要求及び動産譲渡担保権者に対する配当又は弁済金の交35 

付については、動産譲渡担保権を質権とみなして、民事執行法第 133条及び第 141条第

１項（第４号に係る部分に限る。）（これらの規定を同法第 192条（同法第195条の規定

によりその例によることとされる場合を含む。以下この⑴において同じ。）において準用

する場合を含む。）並びに同法第 142条第２項（同法第 192条において準用する場合を含

む。）において準用する同法第 91条第１項（第４号に係る部分に限る。）の規定を適用す40 
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るものとする。 

⑵ 動産譲渡担保権者による担保権の実行としての競売の申立てについては、動産譲渡担

保権を質権とみなして、民事執行法第 190条の規定を適用するものとする。この場合に

おいて、同条第１項第３号中「債務者」とあるのは「債務者又は当該動産の所有者（以

下この条において「債務者等」という。）」と、同条第２項ただし書中「第123条第２項5 

に規定する場所又は容器」とあるのは「債務者等の住居その他債務者等の占有する場所

又は債務者等の占有する金庫その他の容器」と、同条第３項中「債務者」とあるのは「債

務者等」とするものとする。 

 

２ 動産譲渡担保権者による第三者異議の訴え 10 

 動産譲渡担保権者は、動産譲渡担保権設定者を債務者又は動産の所有者として、譲渡担

保動産に対する強制執行又は当該動産譲渡担保権者が有する動産譲渡担保権に劣後する

先取特権、質権若しくは動産譲渡担保権に基づく担保権の実行としての競売による差押え

があったときは、民事執行法第 38条第１項（同法第 194条において準用する場合を含む。

以下この２において同じ。）に規定する第三者異議の訴えを提起することができるものと15 

する。ただし、その売得金の額が執行費用のうち共益費用であるもの、被担保債権及びこ

れに優先する債権のうち配当要求があったものの額の合計額以上となる見込みがあると

きは、同項に規定する第三者異議の訴えを提起することができないものとする。 

 

３ 売却に伴う動産譲渡担保権の消滅 20 

 譲渡担保動産につき強制執行、担保権の実行としての競売（その例による競売を含む。）

又は企業担保権の実行手続が行われたときは、動産譲渡担保権は、当該譲渡担保動産の売

却によって消滅するものとする。 

 

第 15 動産譲渡担保権の実行のための裁判手続 25 

１ 通則 

第 15に規定する裁判手続に関する通則として、所要の規定を整備するものとする。 

 

２ 動産譲渡担保権の実行のための保全処分 

⑴ 裁判所は、動産譲渡担保権の被担保債権について不履行があった場合において、債務30 

者、動産譲渡担保権設定者又は譲渡担保動産の占有者（債務者及び動産譲渡担保権設定

者を除く。以下この２において同じ。）が、価格減少行為等（譲渡担保動産の価格を減少

させ、又は譲渡担保動産の引渡しを困難にする行為をいう。以下この⑴において同じ。）

をし、又は価格減少行為等をするおそれがあるときは、動産譲渡担保権者又は処分清算

譲渡を受けた第三者（以下この⑴及び７において「動産譲渡担保権者等」という。）の申35 

立てにより、当該動産譲渡担保権者等が譲渡担保動産の引渡しを受けるまでの間、次に

掲げる保全処分又は公示保全処分（執行官に、当該保全処分の内容を、譲渡担保動産又

はその容器に公示書を貼付する方法、譲渡担保動産の所在する場所に公示書その他の標

識を掲示する方法その他の方法により公示させることを内容とする保全処分をいう。以

下同じ。）を命ずることができるものとする。ただし、当該価格減少行為等による価格の40 
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減少の程度、引渡しを困難にする程度又はそのおそれの程度が軽微であるときは、この

限りでないものとする。 

ア 当該価格減少行為等をし、又はそのおそれがある者に対し、当該価格減少行為等を

禁止し、又は一定の行為をすることを命ずる保全処分（裁判所が必要があると認める

場合にあってときは、保全処分及び公示保全処分を含む。） 5 

イ 次に掲げる事項を内容とする保全処分（裁判所が必要があると認める場合にあって

ときは、保全処分及び公示保全処分を含む。） 

（ア）当該価格減少行為等をし、又はそのおそれがある者に対し、譲渡担保動産に対す

る占有を解いて執行官に引き渡すことを命ずること。 

（イ）執行官に譲渡担保動産の保管をさせること。 10 

ウ 次に掲げる事項を内容とする保全処分及び公示保全処分 

（ア）イ（ア）及び（イ）に掲げる事項 

（イ）イ（ア）に規定する者に対し、譲渡担保動産の占有の移転を禁止することを命じ、

及び当該譲渡担保動産の使用を許すこと。 

⑵ ⑴イ又はウに掲げる保全処分は、次のア及びイに掲げる場合のいずれかに該当すると15 

きでなければ、命ずることができないものとする。 

ア 債務者又は動産譲渡担保権設定者が譲渡担保動産を占有する場合 

イ 譲渡担保動産の占有者の占有の権原が⑴の規定による申立てをした者に対抗するこ

とができない場合 

⑶ 裁判所は、申立人が⑴の保全処分を命ずる決定の告知を受けた日から一月以内に次の20 

アからエまでに掲げる事項のいずれかを証する文書又は電磁的記録を提出しないときは、

相手方又は動産譲渡担保権設定者の申立てにより、その決定を取り消さなければならな

いものとする。 

ア 帰属清算の通知をしたこと。 

イ 処分清算譲渡をしたこと。 25 

ウ ３⑴に規定する引渡命令の申立てをしたこと。 

エ 民事執行法第 190条第１項に規定する動産を目的とする担保権の実行としての競売

（⑷並びに３⑶及び⑷において「動産競売」という。）の申立てをしたこと。 

⑷ ⑶ウ又はエに掲げる事項を証する文書又は電磁的記録が提出された後に、その申立て

が取り下げられ、又は却下された場合には、その文書又は電磁的記録を提出しなかった30 

ものとみなすものとする。同ウの引渡命令又は同エの動産競売による差押えが取り消さ

れた場合も、同様とするものとする。 

⑸ 裁判所は、譲渡担保動産の占有者に対し⑴の規定による決定をする場合において、必

要があると認めるときは、その者を審尋しなければならないものとする。 

⑹ 裁判所が⑴の規定による決定をするときは、申立人に担保を立てさせることができる35 

ものとする。ただし、⑴イに掲げる保全処分については、申立人に担保を立てさせなけ

れば、⑴の規定による決定をしてはならないものとする。 

⑺ 事情の変更があったときは、裁判所は、申立てにより、⑴の規定による決定を取り消

し、又は変更することができるものとする。 

⑻ ⑴、⑶又は⑺の申立てについての裁判に対しては、即時抗告をすることができるもの40 
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とする。 

⑼ ⑻の即時抗告（⑴の申立てについての裁判に対するものに限る。）は、執行停止の効力

を有しないものとする。 

⑽ ⑶又は⑺の規定による決定は、確定しなければその効力を生じないものとする。 

⑾ ⑴イ又はウに掲げる保全処分又は公示保全処分を命ずる決定は、申立人に告知された5 

日から２週間を経過したときは、執行してはならないものとする。 

⑿ ⑾に規定する決定は、相手方に送達される前であっても、執行することができるもの

とする。 

 

３ 動産譲渡担保権の実行のための引渡命令 10 

⑴ 裁判所は、動産譲渡担保権の被担保債権について不履行があった場合において、動産

譲渡担保権者が帰属清算の通知又は処分清算譲渡をするために必要があるときは、当該

動産譲渡担保権者が帰属清算の通知又は処分清算譲渡をするまでの間、当該動産譲渡担

保権者の申立てにより、担保を立てさせて、動産譲渡担保権設定者又は譲渡担保動産の

占有者（動産譲渡担保権設定者を除く。⑵及び４⑴において同じ。）に対し、譲渡担保動15 

産を当該動産譲渡担保権者に引き渡すべき旨を命ずることができるものとする。ただし、

当該動産譲渡担保権者に対抗することができる権原により占有していると認められる者

（債務者を除く。）に対しては、この限りでないものとする。 

⑵ 裁判所は、⑴の規定による決定をする場合において、帰属清算金又は処分清算金が生

ずることが見込まれるときは、その担保をも立てさせなければならないものとする。た20 

だし、⑴の申立てが譲渡担保動産の占有者に対するものであるときは、この限りでない

ものとする。 

⑶ 裁判所は、申立人が⑴の規定による決定の告知を受けた日から１月以内に次のアから

ウまでに掲げる事項のいずれかを証する文書又は電磁的記録を提出しないときは、相手

方又は動産譲渡担保権設定者の申立てにより、その決定を取り消さなければならないも25 

のとする。 

ア 帰属清算の通知をしたこと。 

イ 処分清算譲渡をしたこと。 

ウ 動産競売の申立てをしたこと。 

⑷ ⑶ウに掲げる事項を証する文書又は電磁的記録が提出された後に、その申立てが取り30 

下げられ、又は却下された場合には、その文書又は電磁的記録を提出しなかったものと

みなすものとする。同ウの動産競売による差押えが取り消された場合も、同様とするも

のとする。 

⑸ 裁判所は、⑴の規定による決定をする場合には、相手方を審尋しなければならないも

のとする。 35 

⑹ ⑴又は⑶の申立てについての裁判に対しては、即時抗告をすることができるものとす

る。 

⑺ ⑴又は⑶の規定による決定は、確定しなければその効力を生じないものとする。 
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４ 動産譲渡担保権の実行後の引渡命令 

⑴ 裁判所は、帰属清算時又は処分清算時の後、帰属清算の通知若しくは処分清算譲渡を

した動産譲渡担保権者又は処分清算譲渡を受けた第三者（以下この⑴及び⑵において「動

産譲渡担保権者等」という。）の申立てにより、動産譲渡担保権設定者又は譲渡担保動産

の占有者に対し、譲渡担保動産を動産譲渡担保権者等に引き渡すべき旨（第９、１⑴ア5 

（イ）の見積価額が同（ウ）の被担保債権の額を超える場合又は同２⑵イの見積価額が

同ウの被担保債権の額を超える場合にあっては、それぞれその差額に相当する金銭の支

払と引換えに譲渡担保動産を動産譲渡担保権者等に引き渡すべき旨）を命ずることがで

きるものとする。ただし、動産譲渡担保権者等に対抗することができる権原により占有

していると認められる者（債務者を除く。）に対しては、この限りでないものとする。 10 

⑵ 動産譲渡担保権者等は、帰属清算時又は処分清算時から１月を経過したときは、⑴の

申立てをすることができないものとする。 

⑶ 裁判所は、⑴の規定による決定をする場合には、相手方を審尋しなければならないも

のとする。 

⑷ ⑴の申立てについての裁判に対しては、即時抗告をすることができるものとする。 15 

⑸ ⑴の規定による決定は、確定しなければその効力を生じないものとする。 

 

５ 後順位の動産譲渡担保権者による実行のための保全処分等 

 後順位の動産譲渡担保権者は、当該後順位の動産譲渡担保権者が有する動産譲渡担保権

に優先する動産譲渡担保権を有する動産譲渡担保権者（転動産譲渡担保権者が取得した権20 

利を有する者を含む。）の全員の同意を得なければ、２⑴に規定する保全処分又は３⑴に規

定する引渡命令の申立てをすることができないものとする。 

 

６ 執行官保管の保全処分中の売却 

 ２⑴イに掲げる保全処分を命ずる決定の執行に係る譲渡担保動産について、著しい価額25 

の減少を生ずるおそれがあるとき、又はその保管のために不相応な費用を要するときは、

執行官は、民事執行法の規定による動産執行の売却の手続によりこれを売却し、その売得

金を供託しなければならないものとする。 

 

７ 占有移転禁止の保全処分等の効力 30 

⑴ ２⑴ウに掲げる保全処分及び公示保全処分を命ずる決定の執行がされ、かつ、当該決

定の相手方に対して３⑴又は４⑴に規定する引渡命令が発せられたときは、当該引渡命

令の申立てをした動産譲渡担保権者等は、当該引渡命令に基づき、次に掲げる者に対し、

譲渡担保動産の引渡しの強制執行をすることができるものとする。 

ア 当該決定の執行がされたことを知って当該譲渡担保動産を占有した者 35 

イ 当該決定の執行後に当該執行がされたことを知らないで当該決定の相手方の占有を

承継した者 

⑵ ⑴の決定の執行後に⑴の譲渡担保動産を占有した者は、その執行がされたことを知っ

て占有したものと推定するものとする。 

⑶ ⑴の引渡命令について⑴の決定の相手方以外の者に対する執行文が付与されたときは、40 
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その者は、執行文の付与に対する異議の申立てにおいて、当該引渡命令の申立てをした

動産譲渡担保権者等に対抗することができる権原により譲渡担保動産を占有しているこ

と、又は自己が⑴ア若しくはイのいずれにも該当しないことを理由とすることができる

ものとする。 

 5 

８ 手続の停止 

⑴ ３に規定する手続は、次のア又はイに掲げるいずれかの文書の提出があったときは、

停止しなければならないものとする。 

ア ３に規定する手続の一時の停止を命ずる旨を記載した裁判の謄本又は記録事項証

明書（裁判所の使用に係る電子計算機に備えられたファイルに記録されている事項を10 

記載した書面であって裁判所書記官が当該書面の内容が当該ファイルに記録されて

いる事項と同一であることを証明したものをいう。イ及び⑵において同じ。） 

イ 動産譲渡担保権の実行を一時禁止する裁判の謄本又は記録事項証明書 

⑵ ⑴の規定に基づき裁判所に⑴ア又はイに規定する裁判に係る記録事項証明書を提出す

べき者は、その提出に代えて、最高裁判所規則で定めるところにより、当該ア又はイに15 

規定する裁判に係る事件を特定するために必要な情報として最高裁判所規則で定めるも

のを提供することができるものとする。この場合において、当該者は、当該記録事項証

明書を提出したものとみなすものとする。 

 

第 16 破産手続等における譲渡担保権の取扱い 20 

１ 別除権等としての取扱い 

⑴ 破産手続において、譲渡担保権（破産者が譲渡担保権設定者としてその目的である財

産について権利を有し、かつ、その権利が破産財団に属するものに限る。）を有する者を

別除権者として扱うものとする。 

⑵ 破産手続において、譲渡担保権（破産者が譲渡担保権設定者としてその目的である財25 

産について権利を有し、かつ、その権利が破産財団に属しないものに限る。）を有する者

を破産法第 111条第３項に規定する準別除権者として扱うものとする。 

⑶ 再生手続において、譲渡担保権（再生債務者が譲渡担保権設定者としてその目的であ

る財産について権利を有するものに限る。）を有する者を別除権者として扱うものとす

る。 30 

⑷ 更生手続において、譲渡担保権（開始前会社が譲渡担保権設定者としてその目的であ

る財産について権利を有するものに限る。）の被担保債権を有する者を更生担保権者と

して扱うものとする。 

⑸ 特別清算手続において、譲渡担保権（清算株式会社が譲渡担保権設定者としてその目

的である財産について権利を有するものに限る。）を有する者を担保権者として扱うも35 

のとする。 

⑹ 承認援助手続において、譲渡担保権（承認援助手続に係る債務者が譲渡担保権設定者

としてその目的である財産について権利を有するものに限る。）を有する者を担保権者

として扱うものとする。 

 40 
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２ 担保権実行手続中止命令 

⑴ 再生手続における担保権実行手続中止命令 

ア 裁判所は、再生手続開始の申立てがあった場合において、再生債権者の一般の利益

に適合し、かつ、譲渡担保権者に不当な損害を及ぼすおそれがないものと認めるとき

は、利害関係人の申立てにより又は職権で、相当の期間を定めて、その譲渡担保権の5 

実行手続の中止（実行の禁止を含む。ケにおいて同じ。）を命ずることができるものと

する。ただし、その譲渡担保権によって担保される債権が共益債権又は一般優先債権

であるときは、この限りでないものとする。 

イ アの規定による中止の命令は、譲渡担保権者に不当な損害を及ぼさないために必要

な条件を付して発することができるものとする。 10 

ウ 裁判所は、アの規定による中止の命令を発した場合には、速やかに、譲渡担保権者

の意見を聴かなければならないものとする。ただし、あらかじめ譲渡担保権者の意見

を聴いたときは、この限りでないものとする。 

エ 裁判所は、アの規定による中止の命令を変更し、又は取り消すことができるものと

する。 15 

オ アの規定による中止の命令及びエの規定による変更の決定に対しては、譲渡担保権

者に限り、即時抗告をすることができるものとする。 

カ オの即時抗告は、執行停止の効力を有しないものとする。 

キ オに規定する裁判及びオの即時抗告についての裁判があった場合には、その電子裁

判書を当事者に送達しなければならないものとする。 20 

ク 譲渡担保権の実行を禁止するアの規定による中止の命令が発せられたときは、当該

譲渡担保権の被担保債権については、当該命令が効力を失った日の翌日から二月を経

過する日までの間は、時効は、完成しないものとする。 

ケ 裁判所がアの規定により債権譲渡担保権の実行手続の中止を命じた場合には、第三

債務者は、再生手続の関係においては、債権譲渡担保権者に対してした弁済その他の25 

債務を消滅させる行為の効力を主張することができないものとする。ただし、第三債

務者が、その行為の当時、その命令があったことを知っていたときに限るものとする。 

コ ケ本文に規定する場合（債権の目的物が金銭である場合に限る。）には、第三債務者

は、債権の全額に相当する金銭を供託して、その債務を免れることができるものとす

る。 30 

サ コの規定による供託がされたときは、コの債権を目的とする譲渡担保権を有してい

た譲渡担保権者は、供託金につき譲渡担保権者と同一の権利を有するものとする。 

⑵ 更生手続における中止命令 

ア 裁判所は、更生手続開始の申立てがあった場合において、必要があると認めるとき

は、利害関係人の申立てにより又は職権で、更生手続開始の申立てにつき決定がある35 

までの間、譲渡担保権の実行の手続で、開始前会社の財産に対して既にされているも

のの中止（譲渡担保権の実行の禁止を含む。）を命ずることができるものとする。ただ

し、その譲渡担保権の実行に係る譲渡担保権者に不当な損害を及ぼすおそれがない場

合に限るものとする。 

イ アの規定による中止の命令は、譲渡担保権者に不当な損害を及ぼさないために必要40 
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な条件を付して発することができるものとする。 

ウ 裁判所は、アの規定による中止の命令を変更し、又は取り消すことができるものと

する。 

エ 裁判所は、開始前会社の事業の継続のために特に必要があると認めるときは、開始

前会社（保全管理人が選任されている場合にあっては、保全管理人）の申立てにより、5 

担保を立てさせて、アの規定により中止した譲渡担保権の実行の手続の取消しを命ず

ることができるものとする。 

オ アの規定による中止の命令、ウの規定による決定及びエの規定による取消しの命令

に対しては、即時抗告をすることができる。 

カ オの即時抗告は、執行停止の効力を有しないものとする。 10 

キ オに規定する裁判及びオの即時抗告についての裁判があった場合には、その電子裁

判書を当事者に送達しなければならないものとする。 

ク 譲渡担保権の実行を禁止するアの規定による中止の命令が発せられたときは、当該

譲渡担保権の被担保債権については、当該命令が効力を失った日の翌日から二月を経

過する日までの間は、時効は、完成しないものとする。 15 

ケ 裁判所がアの規定により債権譲渡担保権の実行の手続の中止（実行の禁止を含む。）

を命じた場合には、第三債務者は、更生手続の関係においては、債権譲渡担保権者に

対してした弁済その他の債務を消滅させる行為の効力を主張することができないもの

とする。ただし、第三債務者が、その行為の当時、その命令があったことを知ってい

たときに限るものとする。 20 

コ ケ本文に規定する場合（債権の目的物が金銭である場合に限る。）には、第三債務者

は、債権の全額に相当する金銭を供託して、その債務を免れることができるものとす

る。 

サ コの規定による供託がされたときは、コの債権を目的とする譲渡担保権を有してい

た譲渡担保権者は、供託金につき譲渡担保権者と同一の権利を有するものとする。 25 

シ 譲渡担保権の実行を、会社更生法第 25 条第１項の規定による包括的禁止命令の対

象とするものとする。 

⑶ 特別清算手続における中止命令 

ア 裁判所は、特別清算開始の命令があった場合において、債権者の一般の利益に適合

し、かつ、譲渡担保権者に不当な損害を及ぼすおそれがないものと認めるときは、清30 

算人、監査役、債権者若しくは株主の申立てにより又は職権で、相当の期間を定めて、

当該譲渡担保権の実行の手続の中止（実行の禁止を含む。ケにおいて同じ。）を命ずる

ことができるものとする。 

イ アの規定による中止の命令は、譲渡担保権者に不当な損害を及ぼさないために必要

な条件を付して発することができるものとする。 35 

ウ 譲渡担保権の実行を禁止するアの規定による中止の命令が発せられたときは、当該

譲渡担保権の被担保債権については、当該命令が効力を失った日の翌日から二月を経

過する日までの間は、時効は、完成しないものとする。 

エ 裁判所は、アの規定による中止の命令を発した場合には、速やかに、譲渡担保権者

の陳述を聴かなければならないものとする。ただし、あらかじめ譲渡担保権者の陳述40 
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を聴いたときは、この限りでないものとする。 

オ 裁判所は、エの中止の命令を変更し、又は取り消すことができるものとする。 

カ エの中止の命令及びオの規定による変更の決定に対しては、譲渡担保権者に限り、

即時抗告をすることができるものとする。 

キ カの即時抗告は、執行停止の効力を有しないものとする。 5 

ク カに規定する裁判及びカの即時抗告についての裁判があった場合には、その電子裁

判書を当事者に送達しなければならないものとする。 

ケ 裁判所がアの規定により債権譲渡担保権の実行の手続の中止を命じた場合には、第

三債務者は、特別清算の関係においては、債権譲渡担保権者に対してした弁済その他

の債務を消滅させる行為の効力を主張することができないものとする。ただし、第三10 

債務者が、その行為の当時、その命令があったことを知っていたときに限るものとす

る。 

コ ケ本文に規定する場合（債権の目的物が金銭である場合に限る。）には、第三債務者

は、債権の全額に相当する金銭を供託して、その債務を免れることができるものとす

る。 15 

サ コの規定による供託がされたときは、コの債権を目的とする譲渡担保権を有してい

た譲渡担保権者は、供託金につき譲渡担保権者と同一の権利を有するものとする。 

⑷ 承認援助手続における担保権実行手続中止命令 

ア 裁判所は、債権者の一般の利益に適合し、かつ、譲渡担保権者に不当な損害を及ぼ

すおそれがないと認めるときは、利害関係人の申立てにより又は職権で、外国倒産処20 

理手続の承認の決定と同時に又はその決定後、相当の期間を定めて、債務者の財産に

対して既にされている当該譲渡担保権の実行の手続の中止（実行の禁止を含む。サに

おいて同じ。）を命ずることができるものとする。 

イ 裁判所は、外国倒産処理手続の承認の申立てがされた場合には、当該申立てについ

て決定をする前であっても、アの規定による中止の命令をすることができるものとす25 

る。外国倒産処理手続の承認の申立てを棄却する決定に対して外国倒産処理手続の承

認援助に関する法律第 24 条第１項の即時抗告がされたときも、同様とするものとす

る。 

ウ イの規定による中止の命令は、外国倒産処理手続の承認の申立てを棄却する決定又

はイの即時抗告を棄却する決定があったときは、その効力を失うものとする。 30 

エ ア又はイの規定による中止の命令は、譲渡担保権者に不当な損害を及ぼさないため

に必要な条件を付して発することができるものとする。 

オ 裁判所は、ア又はイの規定による中止の命令を発した場合には、速やかに、譲渡担

保権者の意見を聴かなければならないものとする。ただし、あらかじめ譲渡担保権者

の意見を聴いたときは、この限りでないものとする。 35 

カ 裁判所は、ア又はイの規定による中止の命令を変更し、又は取り消すことができる

ものとする。 

キ ア又はイの規定による中止の命令及びカの規定による変更の決定に対しては、譲渡

担保権者に限り、即時抗告をすることができるものとする。 

ク キの即時抗告は、執行停止の効力を有しないものとする。 40 
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ケ 外国倒産処理手続の承認援助に関する法律第 25 条第８項の規定はア又はイの規定

による中止の命令、カの規定による決定及びキの即時抗告についての裁判があった場

合について、同条第９項の規定はイの規定による中止の命令があった場合について準

用するものとする。 

コ 譲渡担保権の実行を禁止するア又はイの規定による中止の命令が発せられたときは、5 

当該譲渡担保権の被担保債権については、当該命令が効力を失った日の翌日から二月

を経過する日までの間は、時効は、完成しないものとする。 

サ 裁判所がア又はイの規定により債権譲渡担保権の実行の手続の中止を命じた場合に

は、第三債務者は、承認援助手続の関係においては、債権譲渡担保権者に対してした

弁済その他の債務を消滅させる行為の効力を主張することができないものとする。た10 

だし、第三債務者が、その行為の当時、その命令があったことを知っていたときに限

るものとする。 

シ サ本文に規定する場合（債権の目的物が金銭である場合に限る。）には、第三債務者

は、債権の全額に相当する金銭を供託して、その債務を免れることができるものとす

る。 15 

ス シの規定による供託がされたときは、シの債権を目的とする譲渡担保権を有してい

た譲渡担保権者は、供託金につき譲渡担保権者と同一の権利を有するものとする。 

 

３ 担保権実行手続取消命令 

⑴ 再生手続における担保権実行手続取消命令 20 

ア 裁判所は、再生手続開始の申立てがあった場合において、再生債権者の一般の利益

に適合し、譲渡担保権者に不当な損害を及ぼすおそれがなく、かつ、再生債務者の事

業の継続のために特に必要があると認めるときは、民事再生法第２条第２号に規定す

る再生債務者等（保全管理人が選任されている場合にあっては、当該保全管理人）の

申立てにより、担保を立てさせて、第 10、１⑴の規定による通知、動産特定範囲に属25 

する動産に係る担保権の実行としての競売の手続又は第 12、１本文の規定による通知

の取消しを命ずることができるものとする。ただし、その譲渡担保権によって担保さ

れる債権が共益債権又は一般優先債権であるときは、この限りでないものとする。 

イ アの規定による取消しの命令は、その発令前にされた第９、１⑴ア（第 11、２にお

いて準用する場合を含む。以下この３において同じ。）に規定する帰属清算の通知、第30 

９、２⑴ア（第11、２において準用する場合を含む。以下この３において同じ。）に規

定する処分清算譲渡、第11、１⑴前段の規定による取立て又は集合動産譲渡担保権設

定者による動産特定範囲に属する動産の処分の効力を妨げないものとする。 

ウ 裁判所は、アの規定による取消しの命令を発したときは、速やかに、譲渡担保権者

の意見を聴かなければならないものとする。ただし、あらかじめ譲渡担保権者の意見35 

を聴いた場合は、この限りでないものとする。 

エ 裁判所は、アの規定による取消しの命令を変更し、又は取り消すことができるもの

とする。 

オ アの規定による取消しの命令及びエの規定による変更の決定に対しては、譲渡担保

権者に限り、即時抗告をすることができるものとする。 40 
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カ キの即時抗告は、執行停止の効力を有しないものとする。 

キ オに規定する命令及び決定並びにオの即時抗告についての裁判があった場合には、

その電子裁判書を当事者に送達しなければならないものとする。 

ク オの即時抗告は、民事再生法第９条前段の規定にかかわらず、することができるも

のとする。また、オの即時抗告をすることができる期間について、同条後段と同様の5 

期間とする。 

ケ 担保権の実行手続の中止命令について適用される文書の閲覧等に関する規定（民事

再生法（民事関係手続等における情報通信技術の活用等の推進を図るための関係法律

の整備に関する法律による改正後のもの）第 16条から第 16条の４まで）及び担保権

の実行手続の中止命令がされた場合の再生手続開始の申立ての取下げの制限に関する10 

規定（同法第 32条）について、アの規定による取消しの命令についてもその対象とな

るよう規定を整備するものとする。 

⑵ 更生手続における担保権実行手続取消命令 

ア 裁判所は、更生手続開始の申立てがあった時から当該申立てについての決定がある

までの間において、開始前会社の事業の継続のために特に必要があると認めるときは、15 

開始前会社（保全管理人が選任されている場合にあっては、当該保全管理人）の申立

てにより、担保を立てさせて、第 10、１⑴の規定による通知又は第 12、１本文の規定

による通知の取消しを命ずることができるものとする。ただし、譲渡担保権者に不当

な損害を及ぼすおそれがない場合に限るものとする。 

イ アの規定による取消しの命令及び２⑵エの規定による取消しの命令（動産特定範囲20 

に属する動産に係る担保権の実行としての競売の手続に係るものに限る。）は、その発

令前にされた第９、１⑴アに規定する帰属清算の通知、第９、２⑴アに規定する処分

清算譲渡、第 11、１⑴前段の規定による取立て又は集合動産担保権設定者による動産

特定範囲に属する動産の処分の効力を妨げないものとする。 

ウ 裁判所は、アの規定による取消しの命令を変更し、又は取り消すことができるもの25 

とする。 

エ アの規定による取消しの命令及びウの規定による決定に対しては、即時抗告をする

ことができるものとする。 

オ エの即時抗告は、執行停止の効力を有しないものとする。 

カ エに規定する命令及び決定並びにエの即時抗告についての裁判があった場合には、30 

その電子裁判書を当事者に送達しなければならないものとする。 

キ アからカまでの規定は、更生手続開始の申立てを棄却する決定に対して会社更生法

第 44条第１項の即時抗告があった場合について準用するものとする。 

ク エの即時抗告は、会社更生法第９条前段の規定にかかわらず、することができるも

のとする。また、エの即時抗告をすることができる期間について、同条後段と同様の35 

期間とする。 

ケ 中止命令について適用される文書等の閲覧等に関する規定（会社更生法（民事関係

手続等における情報通信技術の活用等の推進を図るための関係法律の整備に関する法

律による改正後のもの）第 11条から第 11条の４まで）及び中止命令がされた場合の

更生手続開始の申立ての取下げの制限に関する規定（同法第 23条）について、アの規40 
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定による取消しの命令についてもその対象となるよう規定を整備するものとする。 

⑶ 承認援助手続における担保権実行手続取消命令 

ア 裁判所は、債権者の一般の利益に適合し、譲渡担保権者に不当な損害を及ぼすおそ

れがなく、かつ、承認援助手続の目的を達成するために特に必要があると認めるとき

は、債務者（外国管財人がない場合に限る。）又は承認管財人の申立てにより、担保を5 

立てさせて、外国倒産処理手続の承認の決定と同時に又はその決定後、第10、１⑴の

規定による通知、動産特定範囲に属する動産に係る担保権の実行としての競売の手続

又は第 12、１本文の規定による通知の取消しを命ずることができるものとする。 

イ アの規定による取消しの命令は、その発令前にされた第９、１⑴アに規定する帰属

清算の通知、第９、２⑴アに規定する処分清算譲渡、第 11、１⑴前段の規定による取10 

立て又は集合動産譲渡担保権設定者による動産特定範囲に属する動産の処分の効力を

妨げないものとする。 

ウ 裁判所は、アの規定による取消しの命令を発したときは、速やかに、譲渡担保権者

の意見を聴かなければならないものとする。ただし、あらかじめ譲渡担保権者の意見

を聴いた場合は、この限りでないものとする。 15 

エ 裁判所は、アの規定による取消しの命令を変更し、又は取り消すことができるもの

とする。 

オ アの規定による取消しの命令及びエの規定による変更の決定に対しては、譲渡担保

権者に限り、即時抗告をすることができるものとする。 

カ オの即時抗告は、執行停止の効力を有しないものとする。 20 

キ オに規定する命令及び決定並びにオの即時抗告についての裁判があった場合には、

その電子裁判書を当事者に送達しなければならないものとする。 

ク 外国倒産処理手続の承認の決定を取り消す決定が確定したときは、アの規定による

取消しの命令は、その効力を失うものとする。 

ケ オの即時抗告は、外国倒産処理手続の承認援助に関する法律第７条前段の規定にか25 

かわらず、することができるものとする。また、オの即時抗告をすることができる期

間について、同条後段と同様の期間とする。 

コ 担保権の実行手続の中止命令について適用される文書の閲覧等に係る規定（外国倒

産処理手続の承認援助に関する法律（民事関係手続等における情報通信技術の活用等

の推進を図るための関係法律の整備に関する法律による改正後のもの）第13条）及び30 

担保権の実行手続の中止命令等が発令された場合に債務者の財産の処分等の行為をす

るには裁判所の許可を得なければならないものとすることができる旨の規定（同法第

31条）について、アの規定による取消しの命令についてもその対象となるよう規定を

整備するものとする。 

 35 

４ 破産管財人等による譲渡担保財産の換価・譲渡担保権者が処分をすべき期間の指定 

⑴ 破産手続における譲渡担保動産の換価の規定 

ア 破産管財人は、民事執行法その他強制執行の手続に関する法令の規定により、譲渡

担保動産の換価をすることができるものとする。この場合においては、譲渡担保権者

は、その換価を拒むことができないものとする。 40 
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イ アの場合には、民事執行法第 63条及び第 129条（これらの規定を同法その他強制執

行の手続に関する法令において準用する場合を含む。）の規定は、適用しないものとす

る。 

ウ アの場合において、動産譲渡担保権者が受けるべき金額がまだ確定していないとき

は、破産管財人は、代金を別に寄託しなければならないものとする。この場合におい5 

ては、譲渡担保権は、寄託された代金につき存するものとする。 

⑵ 破産手続における譲渡担保権者が処分をすべき期間の指定 

ア 譲渡担保権者が第９、１及び２（これらの規定を第 11、２（第 13、１において準用

する場合を含む。）において準用する場合を含む。）の方法による実行をする権利を有

するときは、裁判所は、破産管財人の申立てにより、譲渡担保権者が譲渡担保財産の10 

処分をすべき期間を定めることができるものとする。 

イ 譲渡担保権者は、アの期間内に処分をしないときは、アの権利を失うものとする。

この場合において、譲渡担保権（動産譲渡担保権を除く。）を有する者にあっては、帰

属清算の通知がされ、かつ、アの期間の満了時に帰属清算の通知の日から２週間が経

過したものとみなすものとする。 15 

ウ アの申立てについての裁判に対しては、即時抗告をすることができるものとする。 

エ アの申立てについての裁判及びウの即時抗告についての裁判があった場合には、そ

の電子裁判書を当事者に送達しなければならないものとする。この場合においては、

破産法第 10条第３項本文の規定は、適用しないものとする。 

⑶ 特別清算手続における譲渡担保動産の換価の規定 20 

ア 清算株式会社は、民事執行法その他強制執行の手続に関する法令の規定により、譲

渡担保動産の換価をすることができるものとする。この場合においては、譲渡担保権

者は、その換価を拒むことができないものとする。 

イ アの場合には、民事執行法第 63条及び第 129条（これらの規定を同法その他強制執

行の手続に関する法令において準用する場合を含む。）の規定は、適用しないものとす25 

る。 

ウ アの場合において、譲渡担保権者が受けるべき金額がまだ確定していないときは、

清算株式会社は、代金を別に寄託しなければならないものとする。この場合において

は、譲渡担保権は、寄託された代金につき存するものとする。 

⑷ 特別清算手続における譲渡担保権者が処分をすべき期間の指定 30 

ア 譲渡担保権者が第９、１及び２（これらの規定を第 11、２（第 13、１において準用

する場合を含む。）において準用する場合を含む。）の方法による実行をする権利を有

するときは、裁判所は、清算株式会社の申立てにより、譲渡担保権者が譲渡担保財産

の処分をすべき期間を定めることができる。 

イ 譲渡担保権者は、アの期間内に処分をしないときは、アの権利を失うものとする。35 

この場合において、譲渡担保権（動産譲渡担保権を除く。）を有する者にあっては、帰

属清算の通知がされ、かつ、アの期間の満了時に帰属清算の通知の日から２週間が経

過したものとみなすものとする。 

ウ アの申立てについての裁判に対しては、即時抗告をすることができるものとする。 

エ ウの裁判及びウの即時抗告についての裁判があった場合には、その電子裁判書を当40 
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事者に送達しなければならないものとする。 

 

５ 担保権消滅許可制度の適用 

⑴ 破産法における担保権消滅許可制度 

ア 譲渡担保権を、破産法における担保権消滅許可制度（同法第 186条）の適用の対象5 

とする。 

イ 破産法における担保権消滅許可の申立てに対する対抗手段としての担保権の実行の

申立て（同法第 187条）に、譲渡担保権の私的実行を含むこととはしないものとする。 

⑵ 民事再生法における担保権消滅許可制度 

譲渡担保権を、民事再生法における担保権消滅許可制度（同法第 148条）の適用の対10 

象とする。 

⑶ 会社更生法における担保権消滅許可制度 

譲渡担保権を、会社更生法における担保権消滅許可制度（同法第 104条）の適用の対

象とする。 

 15 

６ 根譲渡担保権の取扱い 

⑴ 破産手続における根譲渡担保権の取扱い 

ア 破産管財人は、根譲渡担保権（破産者が譲渡担保権設定者としてその目的である財

産について権利を有し、かつ、その権利が破産財団に属するもので、極度額の定めが

あるものに限る。）によって担保される破産債権については、当該破産債権を有する破20 

産債権者が、破産管財人に対し、当該根譲渡担保権の行使によって弁済を受けること

ができない債権の額を証明しない場合においても、これを配当表に記載しなければな

らないものとする。この場合においては、破産法第 195条第２項の規定による許可が

あった日における当該破産債権のうち極度額を超える部分の額を最後配当の手続に参

加することができる債権の額とするものとする。 25 

イ アの規定は、根譲渡担保権（破産者が譲渡担保権設定者としてその目的である財産

について権利を有し、かつ、その権利が破産財団に属しないもので、極度額の定めが

あるものに限る。）を有する者について準用する。 

ウ ア前段（イにおいて準用する場合を含む。）の規定により配当表に記載された根譲渡

担保権によって担保される破産債権については、最後配当に関する除斥期間内に当該30 

根譲渡担保権の行使によって弁済を受けることができない債権の額の証明がされた場

合を除き、ア後段（イにおいて準用する場合を含む。）の規定により配当表に記載され

た最後配当の手続に参加することができる債権の額を当該弁済を受けることができな

い債権の額とみなすものとする。 

⑵ 再生手続における根譲渡担保権の取扱い 35 

ア 担保権消滅許可の申立てに係る消滅すべき担保権が根譲渡担保権である場合におい

て、根譲渡担保権者が民事再生法第 148条第３項の規定による送達を受けた時から２

週間を経過したときは、根譲渡担保権の担保すべき元本は、確定するものとする。 

イ 第２、９⒁イの規定は、担保権消滅許可の申立てが取り下げられ、又は担保権消滅

許可が取り消された場合について準用するものとする。 40 
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ウ 別除権の行使によって弁済を受けることができない債権の部分が確定していない再

生債権を担保する根譲渡担保権（極度額の定めがない根譲渡担保権を除く。以下この

⑵において同じ。）の元本が確定している場合には、その根譲渡担保権の被担保債権の

うち極度額を超える部分について、民事再生法第156条の一般的基準に従い、仮払に

関する定めをすることができるものとする。この場合においては、当該根譲渡担保権5 

の行使によって弁済を受けることができない債権の部分が確定した場合における精算

に関する措置をも定めなければならないものとする。 

エ ウの仮払に関する定めをした再生計画案を提出しようとする者は、あらかじめ、当

該定めに係る根譲渡担保権を有する者の同意を得なければならないものとする。 

オ 再生債権者が根譲渡担保権を有する場合には、その行使によって弁済を受けること10 

ができない債権の部分が確定した場合に限り、その債権の部分について、認可された

再生計画の定めによって認められた権利又は民事再生法第 181条第１項の規定により

変更された後の権利を行使することができるものとする。ただし、再生計画にウの規

定による仮払に関する定め及び精算に関する措置の定めがあるときは、その定めると

ころによるものとする。 15 

⑶ 更生手続における根譲渡担保権の取扱い 

ア 担保権消滅許可の申立てに係る消滅すべき担保権が根譲渡担保権である場合におい

て、根譲渡担保権者が会社更生法第 104条第４項の規定による送達を受けた時から２

週間を経過したときは、当該根譲渡担保権の担保すべき元本は、確定する。 

イ 第２、９⒁イの規定は、担保権消滅許可の申立てが取り下げられ、又は担保権消滅20 

許可の決定が取り消された場合について準用する。 

 

７ 再生手続開始の申立て等を権限の消滅事由とする特約の無効 

次に掲げる場合に集合動産譲渡担保権設定者が動産特定範囲に属する動産の処分をする

ことができない旨の特約又は次に掲げる場合に集合債権譲渡担保権設定者が債権特定範囲25 

に属する債権を取り立てることができない旨の特約は、無効とするものとする。 

ア 集合動産譲渡担保権設定者又は集合債権譲渡担保権設定者について再生手続開始の

申立て又は更生手続開始の申立てがあったとき。 

イ 集合動産譲渡担保権設定者又は集合債権譲渡担保権設定者に再生手続開始の原因と

なる事実（支払不能（その者が法人である場合（破産法第 16条第２項の場合を除く。）30 

にあっては、支払不能又は債務超過（その者が、その債務につき、その財産をもって

完済することができない状態をいう。）とする。以下このイにおいて同じ。）が生ずる

おそれがあるとき又はその者が事業の継続に著しい支障を来すことなく弁済期にある

債務を弁済することができないときのいずれかに該当する事実をいう。第17、２にお

いて同じ。）又は更生手続開始の原因となる事実（支払不能が生ずるおそれがある場合35 

又はその者が弁済期にある債務を弁済することとすれば、その事業の継続に著しい支

障を来すおそれがある場合のいずれかに該当する事実をいう。第 17、２において同じ。）

が生じたとき。 
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８ 破産手続開始決定等後の集合動産譲渡担保権の効力 

集合動産譲渡担保権設定者について破産手続開始の決定、再生手続開始の決定、更生手

続開始の決定又は特別清算開始の命令があった場合には、第 10、１⑴の規定による通知が

あったものとみなして、第 10、１⑵から⑷まで及び⑹の規定を適用するものとする。 

 5 

９ 破産手続開始決定等後の集合債権譲渡担保権の効力 

⑴ 集合債権譲渡担保権設定者について破産手続開始の決定又は特別清算開始の命令があ

ったときは、集合債権譲渡担保権は、その後に発生した債権には及ばないものとする。 

⑵ 集合債権譲渡担保権設定者について再生手続開始の決定又は更生手続開始の決定があ

ったときも、⑴と同様とするものとする。ただし、集合債権譲渡担保契約に別段の定め10 

がある場合は、この限りでないものとする。 

⑶ ⑴又は⑵本文に規定する場合には、第 12、１本文の規定による通知があったものとみ

なして、第 12、１の規定を適用するものとする。 

⑷ ⑵ただし書に規定する場合において、集合債権譲渡担保権設定者についての再生手続

開始の決定又は更生手続開始の決定後に第２、７⑴若しくは⑶、第 11、１前段又は第 11、15 

２において準用する第９、１⑴若しくは２⑴の規定第 11、２において準用する第９、１

⑴アに規定する帰属清算の通知、第 11、２において準用する第９、２⑴アに規定する処

分清算譲渡又は第 11、１⑴前段の規定による取立てにより集合債権譲渡担保権の被担保

債権の全部又は一部が消滅したときは、再生債務者である集合債権譲渡担保権設定者若

しくは再生手続における管財人又は更生手続における管財人は、次に掲げる債権を弁済20 

するために支出した金額（消滅した被担保債権の額を限度とする。）を集合債権譲渡担保

権者から償還させることができるものとする。この場合において、当該金額の被担保債

権は、消滅しなかったものとみなすものとする。 

ア 再生手続又は更生手続における共益債権 

イ 民事再生法第 122条第１項に規定する一般優先債権 25 

ウ 民事再生法第 85 条第５項に基づき弁済をすることの許可を受けた再生債権又は会

社更生法第 47条第５項に基づき弁済をすることの許可を受けた更生債権 

⑸ 第 10、６⑵の規定は、⑷前段の場合において、集合債権譲渡担保権が複数あるときに

ついて準用する。この場合において、第 10、６⑵中「⑴」とあるのは、「⑷前段の規定に

よる償還」と読み替えるものとする。 30 

（説明） 

  ⑷は、集合債権譲渡担保権の実行後に、譲渡担保権者が返還する義務を負うものである

点で、第 10、６の規律と類似している。そこで、その表現ぶりについて平仄を合わせたも

のであり、実質を変更するものではない。 

  ⑸は、⑷の償還請求権を負う集合債権譲渡担保権者が複数いる場合について、第 10、６35 

⑵を準用することにより、償還義務を負う順序について規定を設けたものである。これに

より、後順位の譲渡担保権者から償還義務を負担することになる。 

 

10 動産特定範囲に動産を属させる行為に関する否認等 

⑴ 集合動産譲渡担保権設定者が動産を動産特定範囲に属させた場合において、専ら集合40 
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動産譲渡担保権者に弁済を受けさせる目的でしたときは、その動産を目的とする担保の

供与があったものとみなして、破産法第 162条第１項、第 235条第１項、第 252条第１

項（第３号に係る部分に限る。）及び第 266条、民事再生法第 127条の３第１項、第 190

条第５項及び第 256 条並びに会社更生法第 86 条の３第１項及び第 267 条の規定を適用

するものとする。 5 

⑵ 集合債権譲渡担保権設定者が債権特定範囲に属する債権を発生させた場合において、

専ら集合債権譲渡担保権者に弁済を受けさせる目的でしたときは、その債権を目的とす

る担保の供与があったものとみなして、破産法第162条第１項、第 235条第１項、第 252

条第１項（第３号に係る部分に限る。）及び第 266条、民事再生法第 127条の３第１項、

第 190 条第５項及び第 256 条並びに会社更生法第 86 条の３第１項及び第 267 条の規定10 

を適用するものとする。 

 

第 17 所有権留保契約 

１ 留保所有権の対抗要件 

⑴ 留保所有権は、所有権留保動産の留保買主等から留保売主等への引渡し（登記又は登15 

録をしなければ権利の得喪及び変更を第三者に対抗することができない動産にあっては、

留保売主等を所有者とする登記又は登録）がなければ、第三者に対抗することができな

いものとする。 

⑵ ⑴の規定にかかわらず、次に掲げる債務（その利息、違約金、留保所有権の実行の費

用及び債務の不履行によって生じた損害の賠償を含む。）のみを担保する留保所有権は、20 

所有権留保動産（登記又は登録をしなければ権利の得喪及び変更を第三者に対抗するこ

とができない動産を除く。以下この⑵において同じ。）の引渡しがなくても、これをもっ

て第三者に対抗することができるものとする。 

ア 第１、16⑴に規定する所有権留保契約における所有権留保動産の代金の支払債務 

イ 第１、16⑵に規定する所有権留保契約における求償債務（所有権留保動産の代金の25 

支払債務を履行したことによって生ずるものに限る。） 

 

２ 再生手続開始の申立て等を解除事由とする特約等の無効 

次に掲げる場合に所有権留保契約（第１、16⑴に規定するものに限る。以下この条にお

いて同じ。）が解除される旨の特約又は次に掲げる場合に該当することを理由として留保30 

売主等に対し所有権留保契約の解除権を付与する特約は、無効とするものとする。 

⑴ 留保買主等について再生手続開始の申立て又は更生手続開始の申立てがあったとき。 

⑵ 留保買主等に再生手続開始の原因となる事実又は更生手続開始の原因となる事実が生

じたとき。 

 35 

３ 譲渡担保契約の規定の準用 

⑴ 第２から第 16 まで（第３、５⑴及び 12、第５から第７まで、第 11 から第 13 までを

除く。）の規定（動産譲渡担保契約に係る部分に限る。）は、留保所有権について準用す

るものとする。この場合において、これらの規定中「根譲渡担保契約」とあるのは「根

所有権留保契約」と、「根譲渡担保権者」とあるのは「根留保売主等」と、「根譲渡担保40 
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権設定者」とあるのは「根留保買主等」と、「集合動産譲渡担保契約」とあるのは「集合

動産所有権留保契約」と、「集合動産譲渡担保権者」とあるのは「集合動産留保売主等」

と、「集合動産譲渡担保権設定者」とあるのは「集合動産留保買主等」と、第３、５⑵中

「⑴の場合」とあるのは「第 17、１⑵の場合」と読み替えるほか、所要の読替えを行う

ものとする。 5 

⑵ 第３、12の規定は、留保所有権を譲渡担保契約の目的とする場合について準用するも

のとする。この場合において、第３、12⑵から⑷まで、⑹及び⑺中「転動産譲渡担保権

の設定」とあるのは「留保所有権を目的とする譲渡担保権の設定」と、⑶、⑸及び⑺中

「転動産譲渡担保権者」とあるのは「留保所有権を目的とする譲渡担保権の設定を受け

た者」と読み替えるものとする。 10 

⑶ 同一の動産について動産譲渡担保権と留保所有権とが競合する場合においては、これ

を同一の動産について数個の動産譲渡担保権が互いに競合する場合とみなして、第２、

７⑶、９⑸イ、９⒁ア（（カ）、（ク）、（シ）に係る部分に限る。）、第３、６、第３、７、

第３、８⑵、第３、10⑴、第３、11、第４、２⑵、第９、３⑴から⑶まで、第９、６⑵、

第 10、１⑵及び⑹、第 10、２、第 10、４⑴及び⑸（第 10、５⑵において準用する場合15 

を含む。）、第 10、５⑴、第 10、６、第 14、２並びに第 15、５の規定を適用するものと

する。 

 

第 18 民法の見直し 

１ 質権者による債権の取立て等 20 

民法第 366条の規律を次のように改めるものとする。 

⑴ 質権者は、質権の担保する債権について不履行があったときは、その目的である債権

を直接に取り立てることができる。この場合において、質権者の受けた利益給付の価額

がその担保する債権の額を超えるときは、その差額に相当する金銭を質権設定者に支払

わなければならない。 25 

⑵ 第三債務者は、質権の設定について第 364 条の規定によりその規定に従うこととされ

る第 467 条第１項の規定による通知又は承諾がされた時より後に質権者に対してした弁

済その他の債務を消滅させる事由をもって質権設定者その他の第三者に対抗することが

できる。この場合において、質権者は、自己の債権の弁済期が到来するまでは、質権設

定者に対し、その受けた利益給付の価額に相当する金銭を支払うことを要しない。 30 

⑶ ⑵前段の場合において、質権者の債権の弁済期が到来したときは、質権者は、質権設

定者に対し、その受けた利益給付の価額から自己の債権の額を控除した残額を支払わな

ければならない。 

⑷ 債権の目的物が金銭である場合において、その弁済期が質権者の債権についての不履

行が生ずる前に到来したときは、質権者は、第三債務者にその弁済をすべき金額を供託35 

させることができる。この場合において、質権は、その供託金について存在する。 

⑸ 債権の目的が物の引渡しであるときは、質権者は、弁済として受けた物について質権

を有する。この場合においては、⑴後段及び⑶の規定は、適用しない。 

（説明） 

第５、２及び第１１、１と同様に、「給付の価額」を「利益の価額」と修正している。 40 
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２ 抵当権の効力の及ぶ範囲 

民法第 371条の規律を次のように改めるものとする。 

抵当権は、その担保する債権について不履行があったときは、抵当不動産の果実（収取

されていないものに限る。）に及ぶ。 5 

 

第 19 民事執行法の見直し 

動産の差押えについて、次のような規律を設けるものとする。 

１ 執行官は、動産の差押えをしたときは、遅滞なく、動産執行又は動産競売の申立ての時

に執行債務者を譲渡人又は留保買主等とする動産譲渡登記又は所有権留保登記（第 24、３10 

⑴に規定する所有権留保登記をいう。）において動産譲渡担保権者又は留保売主等として

登記されている全ての者（同２⑵イに規定する転譲渡担保権者又は留保所有権を目的とす

る譲渡担保権の設定を受けた者が登記されている場合にあっては、当該転譲渡担保権者又

は留保所有権を目的とする譲渡担保権の設定を受けた者を含む。）に対し、その旨を通知し

なければならない。 15 

２ １の規定による通知は、通知を受ける者の動産譲渡登記ファイル上の住所又は事務所に

宛てて発すれば足りる。 

（説明） 

第９、５と同様に、留保所有権を目的とする譲渡担保権の設定を受けた者が登記を備えて

いる場合には当該者に対しても通知しなければならない旨を明確化する修正をしている。 20 

 

第 20 民事再生法の見直し 

１ 担保権実行手続中止命令 

民事再生法第 31条の規律を次のように改めるものとする。 

⑴ 裁判所は、再生手続開始の申立てがあった場合において、再生債権者の一般の利益に25 

適合し、かつ、第53条第１項に規定する再生債務者の財産につき存する担保権を有する

者（以下この１において「担保権者」という。）に不当な損害を及ぼすおそれがないもの

と認めるときは、利害関係人の申立てにより又は職権で、相当の期間を定めて、その担

保権の実行手続の中止（債権を目的とする質権の実行の禁止を含む。）を命ずることがで

きる。ただし、その担保権によって担保される債権が共益債権又は一般優先債権である30 

ときは、この限りでない。 

⑵ ⑴の規定による中止の命令は、担保権者に不当な損害を及ぼさないために必要な条件

を付して発することができる。 

⑶ 裁判所は、⑴の規定による中止の命令（債権を目的とする質権の実行手続の中止（実

行の禁止を含む。⑷及び２⑴において同じ。）の命令を除く。）を発する場合には、担保35 

権者の意見を聴かなければならない。 

⑷ 裁判所は、⑴の規定による債権を目的とする質権の実行手続の中止の命令を発した場

合には、速やかに、質権者の意見を聴かなければならない。ただし、あらかじめ質権者

の意見を聴いたときは、この限りでない。 

⑸ 裁判所は、⑴の規定による中止の命令を変更し、又は取り消すことができる。 40 
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⑹ ⑴の規定による中止の命令及び⑸の規定による変更の決定に対しては、担保権者に限

り、即時抗告をすることができる。 

⑺ ⑹の即時抗告は、執行停止の効力を有しない。 

⑻ ⑹に規定する裁判及び⑹の即時抗告についての裁判があった場合には、その電子裁判

書を当事者に送達しなければならない。この場合においては、第 10条第３項本文の規定5 

は、適用しない。 

⑼ 債権を目的とする質権の実行を禁止する⑴の規定による中止の命令が発せられたとき

は、当該質権の被担保債権については、当該命令が効力を失った日の翌日から二月を経

過する日までの間は、時効は、完成しない。 

 10 

２ 担保権実行手続中止命令が発令された場合の弁済の効力 

担保権実行手続中止命令が発令された場合の弁済の効力について、次のような規律を設

けるものとする。 

⑴ 裁判所が１⑴の規定により債権を目的とする質権の実行手続の中止を命じた場合には、

第三債務者は、再生手続の関係においては、質権者に対してした弁済その他の債務を消15 

滅させる行為の効力を主張することができない。ただし、第三債務者が、その行為の当

時、その命令があったことを知っていたときに限る。 

⑵ ⑴本文に規定する場合（債権の目的物が金銭である場合に限る。）には、第三債務者は、

債権の全額に相当する金銭を供託して、その債務を免れることができる。 

⑶ ⑵の規定による供託がされたときは、⑵の債権を目的とする質権を有していた質権者20 

は、供託金につき質権者と同一の権利を有する。 

 

第 21 外国倒産処理手続の承認援助に関する法律の見直し 

１ 担保権実行手続中止命令 

外国倒産処理手続の承認援助に関する法律第 27 条の規律を次のように改めるものとす25 

る。 

⑴ 裁判所は、債権者の一般の利益に適合し、かつ、債務者の財産につき担保権を有する

者（以下この１において「担保権者」という。）又は企業担保権の実行手続の申立人に不

当な損害を及ぼすおそれがないと認めるときは、利害関係人の申立てにより又は職権で、

外国倒産処理手続の承認の決定と同時に又はその決定後、相当の期間を定めて、債務者30 

の財産に対して既にされている当該担保権の実行の手続の中止（債権を目的とする質権

の実行の禁止を含む。）又は当該企業担保権の実行手続の中止を命ずることができる。 

⑵ 裁判所は、外国倒産処理手続の承認の申立てがされた場合には、当該申立てについて

決定をする前であっても、⑴の規定による中止の命令をすることができる。外国倒産処

理手続の承認の申立てを棄却する決定に対して第 24 条第１項の即時抗告がされたとき35 

も、同様とする。 

⑶ ⑵の規定による中止の命令は、外国倒産処理手続の承認の申立てを棄却する決定又は

⑵の即時抗告を棄却する決定があったときは、その効力を失う。 

⑷ ⑴又は⑵の規定による中止の命令（企業担保権の実行手続に係るものを除く。）は、担

保権者に不当な損害を及ぼさないために必要な条件を付して発することができる。 40 
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⑸ 裁判所は、⑴又は⑵の規定による中止の命令（債権を目的とする質権の実行の手続の

中止（実行の禁止を含む。⑹及び２⑴において同じ。）の命令を除く。）を発する場合に

は、担保権者又は企業担保権の実行手続の申立人の意見を聴かなければならない。 

⑹ 裁判所は、⑴又は⑵の規定による債権を目的とする質権の実行の手続の中止の命令を

発した場合には、速やかに、質権者の意見を聴かなければならない。ただし、あらかじ5 

め質権者の意見を聴いたときは、この限りでない。 

⑺ 裁判所は、⑴又は⑵の規定による中止の命令を変更し、又は取り消すことができる。 

⑻ ⑴又は⑵の規定による中止の命令及び⑺の規定による変更の決定に対しては、担保権

者又は企業担保権の実行手続の申立人に限り、即時抗告をすることができる。 

⑼ ⑻の即時抗告は、執行停止の効力を有しない。 10 

⑽ 第 25 条第８項の規定は⑴又は⑵の規定による中止の命令、⑺の規定による決定及び

⑻の即時抗告についての裁判があった場合について、同条第９項の規定は⑵の規定によ

る中止の命令があった場合について準用する。 

⑾ 債権を目的とする質権の実行を禁止する⑴又は⑵の規定による中止の命令が発せられ

たときは、当該質権の被担保債権については、当該命令が効力を失った日の翌日から二15 

月を経過する日までの間は、時効は、完成しない。 

 

２ 担保権実行手続中止命令が発令された場合の弁済の効力 

担保権実行手続中止命令が発令された場合の弁済の効力について、次のような規律を設

けるものとする。 20 

⑴ 裁判所が１⑴又は⑵の規定により債権を目的とする質権の実行の手続の中止を命じた

場合には、第三債務者は、承認援助手続の関係においては、質権者に対してした弁済そ

の他の債務を消滅させる行為の効力を主張することができない。ただし、第三債務者が、

その行為の当時、その命令があったことを知っていたときに限る。 

⑵ ⑴本文に規定する場合（債権の目的物が金銭である場合に限る。）には、第三債務者は、25 

債権の全額に相当する金銭を供託して、その債務を免れることができる。 

⑶ ⑵の規定による供託がされたときは、⑵の債権を目的とする質権を有していた質権者

は、供託金につき質権者と同一の権利を有する。 

 

第 22 会社更生法の見直し 30 

１ 担保権実行手続中止命令 

会社更生法第 24条の規律を次のように改めるものとする。 

⑴ 裁判所は、更生手続開始の申立てがあった場合において、必要があると認めるときは、

利害関係人の申立てにより又は職権で、更生手続開始の申立てにつき決定があるまでの

間、次に掲げる手続又は処分の中止（債権を目的とする質権の実行の禁止を含む。）を命35 

ずることができる。ただし、イに規定する強制執行等又はカに掲げる処分については、

その強制執行等に係る更生債権者等又はその処分を行う者に不当な損害を及ぼすおそれ

がない場合に限る。 

ア 開始前会社についての破産手続、再生手続又は特別清算手続 

イ 強制執行等（更生債権等に基づく強制執行、仮差押え、仮処分若しくは担保権の実40 
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行（債権を目的とする質権については、当該債権の取立てを含む。）又は更生債権等を

被担保債権とする留置権による競売をいう。）の手続で、開始前会社の財産に対して既

にされているもの 

ウ 開始前会社に対して既にされている企業担保権の実行手続 

エ 開始前会社の財産関係の訴訟手続 5 

オ 開始前会社の財産関係の事件で行政庁に係属しているものの手続 

カ 外国租税滞納処分（共助対象外国租税の請求権に基づき国税滞納処分の例によって

する処分（共益債権を徴収するためのものを除く。）をいう。）で、開始前会社の財産

に対して既にされているもの 

⑵ 裁判所は、更生手続開始の申立てがあった場合において、必要があると認めるときは、10 

職権で、国税滞納処分（共益債権を徴収するためのものを除き、国税滞納処分の例によ

る処分（共益債権及び共助対象外国租税の請求権を徴収するためのものを除く。）を含

む。）で、開始前会社の財産に対して既にされているものの中止を命ずることができる。

ただし、あらかじめ、徴収の権限を有する者の意見を聴かなければならない。 

⑶ ⑵の規定による中止の命令は、更生手続開始の申立てについて決定があったとき、又15 

は中止を命ずる決定があった日から２月を経過したときは、その効力を失う。 

⑷ ⑴の規定による中止の命令（⑴イの担保権の実行又は留置権による競売に係るものに

限る。）は、開始前会社の財産につき担保権を有する者に不当な損害を及ぼさないために

必要な条件を付して発することができる。 

⑸ 裁判所は、⑴及び⑵の規定による中止の命令を変更し、又は取り消すことができる。 20 

⑹ 裁判所は、開始前会社の事業の継続のために特に必要があると認めるときは、開始前

会社（保全管理人が選任されている場合にあっては、保全管理人）の申立てにより、担

保を立てさせて、⑴イの規定により中止した⑴イに規定する強制執行等の手続、⑴カの

規定により中止した⑴カに規定する外国租税滞納処分又は⑵の規定により中止した⑵に

規定する国税滞納処分の取消しを命ずることができる。ただし、当該国税滞納処分の取25 

消しを命ずる場合においては、あらかじめ、徴収の権限を有する者の意見を聴かなけれ

ばならない。 

⑺ ⑴又は⑵の規定による中止の命令、⑸の規定による決定及び⑹の規定による取消しの

命令に対しては、即時抗告をすることができる。 

⑻ ⑺の即時抗告は、執行停止の効力を有しない。 30 

⑼ ⑺に規定する裁判及び⑺の即時抗告についての裁判があった場合には、その電子裁判

書を当事者に送達しなければならない。 

⑽ 債権を目的とする質権の実行を禁止する⑴の規定による中止の命令が発せられたとき

は、当該質権の被担保債権については、当該命令が効力を失った日の翌日から二月を経

過する日までの間は、時効は、完成しない。 35 

 

２ 担保権実行手続中止命令が発令された場合の弁済の効力 

担保権実行手続中止命令が発令された場合の弁済の効力について、次のような規律を設

けるものとする。 

⑴ 裁判所が１⑴の規定により債権を目的とする質権の実行の手続の中止（実行の禁止を40 
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含む。）を命じた場合には、第三債務者は、更生手続の関係においては、質権者に対して

した弁済その他の債務を消滅させる行為の効力を主張することができない。ただし、第

三債務者が、その行為の当時、その命令があったことを知っていたときに限る。 

⑵ ⑴本文に規定する場合（債権の目的物が金銭である場合に限る。）には、第三債務者は、

債権の全額に相当する金銭を供託して、その債務を免れることができる。 5 

⑶ ⑵の規定による供託がされたときは、⑵の債権を目的とする質権を有していた質権者

は、供託金につき質権者と同一の権利を有する。 

 

第 23 会社法の見直し 

１ 担保権の実行の手続等の中止命令 10 

会社法第 516条の規律を次のように改めるものとする。 

⑴ 裁判所は、特別清算開始の命令があった場合において、債権者の一般の利益に適合し、

かつ、清算株式会社の財産につき担保権を有する者（⑵及び３において「担保権者」と

いう。）、企業担保権の実行の手続の申立人又は清算株式会社の財産に対して既にされて

いる一般の先取特権その他一般の優先権がある債権に基づく強制執行の手続の申立人15 

（３において「一般先取特権者等」という。）に不当な損害を及ぼすおそれがないものと

認めるときは、清算人、監査役、債権者若しくは株主の申立てにより又は職権で、相当

の期間を定めて、当該担保権の実行の手続の中止（債権を目的とする質権の実行の禁止

を含む。⑵において同じ。）、当該企業担保権の実行の手続の中止又は当該強制執行の手

続の中止を命ずることができる。 20 

⑵ ⑴の規定による中止の命令（清算株式会社の財産につき存する担保権の実行の手続の

中止に係るものに限る。）は、担保権者に不当な損害を及ぼさないために必要な条件を付

して発することができる。 

⑶ 債権を目的とする質権の実行を禁止する⑴の規定による中止の命令が発せられたとき

は、当該質権の被担保債権については、当該命令が効力を失った日の翌日から二月を経25 

過する日までの間は、時効は、完成しない。 

 

２ 担保権実行手続中止命令が発令された場合の弁済の効力 

担保権実行手続中止命令が発令された場合の弁済の効力について、次のような規律を設

けるものとする。 30 

⑴ 裁判所が１⑴の規定により債権を目的とする質権の実行の手続の中止（実行の禁止を

含む。３⑴及び⑵において同じ。）を命じた場合には、第三債務者は、特別清算の関係に

おいては、質権者に対してした弁済その他の債務を消滅させる行為の効力を主張するこ

とができない。ただし、第三債務者が、その行為の当時、その命令があったことを知っ

ていたときに限る。 35 

⑵ ⑴本文に規定する場合（債権の目的物が金銭である場合に限る。）には、第三債務者は、

債権の全額に相当する金銭を供託して、その債務を免れることができる。 

⑶ ⑵の規定による供託がされたときは、⑵の債権を目的とする質権を有していた質権者

は、供託金につき質権者と同一の権利を有する。 

 40 
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３ 担保権の実行の手続等の中止命令の手続 

会社法第 891条の規律を次のように改めるものとする。 

⑴ 裁判所は、１⑴の規定による中止の命令（債権を目的とする質権の実行の手続の中止

の命令を除く。）を発する場合には、担保権者、企業担保権の実行手続の申立人又は一般

先取特権者等の陳述を聴かなければならない。 5 

⑵ 裁判所は、１⑴の規定による債権を目的とする質権の実行の手続の中止の命令を発し

た場合には、速やかに、質権者の陳述を聴かなければならない。ただし、あらかじめ質

権者の陳述を聴いたときは、この限りでない。 

⑶ 裁判所は、⑴及び⑵の中止の命令を変更し、又は取り消すことができる。 

⑷ ⑴及び⑵の中止の命令並びに⑶の規定による変更の決定に対しては、担保権者、企業10 

担保権の実行手続の申立人又は一般先取特権者等に限り、即時抗告をすることができる。 

⑸ ⑷の即時抗告は、執行停止の効力を有しない。 

⑹ ⑷に規定する裁判及び⑷の即時抗告についての裁判があった場合には、その電子裁判

書を当事者に送達しなければならない。 

 15 

第 24 動産及び債権の譲渡の対抗要件に関する民法の特例等に関する法律の見直し 

１ 譲渡登記に関する規律の見直し 

動産譲渡登記及び債権譲渡登記（以下「譲渡登記」という。）に関する規律を次のとおり

改めるものとする。 

⑴ 譲渡人又は譲受人が会社法人等番号（商業登記法第７条（他の法令において準用する20 

場合を含む。）に規定する会社法人等番号をいう。）を有する法人であるときは、当該法

人の会社法人等番号を譲渡登記の必要的記録事項に加える。 

⑵ 動産譲渡登記における動産の特定方法を見直し、「譲渡に係る動産の種類及び当該動

産の所在場所その他の当該動産の種類以外の事項であって当該動産を特定するために

必要なもの」とする。 25 

⑶ 動産譲渡登記の原則の存続期間を 10年から 20年に延長する。 

 

２ 譲渡担保権に関する登記制度の見直しの概要 

   譲渡担保権に関する登記制度の見直しの概要を次のとおりとする。 

⑴ 登記原因を譲渡担保とする譲渡登記の必要的記録事項の見直し 30 

ア 次に掲げる事項を登記原因を譲渡担保とする譲渡登記の必要的記録事項に加える。 

譲渡担保権者の氏名及び住所（法人にあっては、商号又は名称及び本店又は主たる

事務所）並びに譲渡担保権者が会社法人等番号を有する法人であるときは当該法人の

会社法人等番号（以下「氏名及び住所等」という。） 

 イ 譲渡担保権者として登記されている者（以下「譲渡担保権の登記名義人」という。）35 

及び譲渡担保権を取得した者は、共同して、譲渡担保権の移転による譲渡担保権者の

変更の登記を申請することができる（注１から３まで）。 

（注１）根譲渡担保権の全部譲渡又は一部譲渡による譲渡担保権の移転に関する登記も譲渡担保

権者の変更の登記により行うものとする。 

（注２）相続又は法人の合併による譲渡担保権者の変更の登記は、相続人又は合併後存続する法40 
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人若しくは合併により設立された法人が単独で申請することができる。 

（注３）譲渡担保権者の氏名及び住所等の変更の登記は、譲渡担保権の登記名義人が単独で申請

することができる。 

⑵ 転譲渡担保権の設定の登記の新設 

ア 譲渡担保権の登記名義人及び転譲渡担保の譲受人は、共同して、転動産譲渡担保権5 

の設定又は転債権譲渡担保権の設定（以下「転譲渡担保権の設定」という。）の登記を

申請することができる。 

イ 転譲渡担保権の設定の登記には、転譲渡担保権者の氏名及び住所等を記録する。 

⑶ 競合する譲渡担保権を記録するための競合担保登記目録制度の新設 

ア 競合する譲渡担保権に係る譲渡登記を一覧的に記録するための競合担保登記目録制10 

度を新設する。 

イ 譲渡人及び譲渡担保権の登記名義人は、共同して、当該目録に記録すべき競合する

譲渡担保権に係る譲渡登記（以下「競合譲渡登記」という。）を明らかにして、譲渡担

保権が競合する旨の登記を申請することができる。 

ウ 登記官は、イの申請に基づき、各競合譲渡登記において当該目録を作成し、当該目15 

録に各競合譲渡登記の登記番号及び登記年月日（以下「特定事項」という。）を記録す

る。 

⑷ 譲渡担保権の順位の変更の合意の登記の新設 

 ア 順位を変更した譲渡担保権の登記名義人は、共同して、順位の変更の合意の登記を

申請することができる。この登記は、⑶の目録に順位を変更した譲渡担保権に係る全20 

ての競合譲渡登記の特定事項が記録されている場合に限り、申請することができる。 

イ 譲渡担保権の順位の変更の合意の登記には、次に掲げる事項を記録する。 

（ア）変更後の譲渡担保権の順位 

（イ）譲渡担保権の順位の変更について利害関係を有する者の承諾があるときは、その

旨並びに承諾をした者の氏名及び住所（法人にあっては、商号又は名称及び本店又25 

は主たる事務所）（注） 

（注）（イ）に掲げる事項は、登記事項概要証明書には記載しないこととする。 

⑸ 根譲渡担保権の分割譲渡の登記の新設 

ア 譲渡担保権の登記名義人及び根譲渡担保権の分割譲渡の譲受人は、共同して、根譲

渡担保権の分割譲渡の登記を申請することができる。 30 

イ 根譲渡担保権の分割譲渡の登記は、譲渡人の承諾（転譲渡担保権の設定の登記がさ

れている場合にあっては、併せて転譲渡担保権者として登記されている者の承諾）が

あるときに限り、申請することができる。 

ウ 根譲渡担保権の分割譲渡の登記は、分割譲渡された根譲渡担保権に係る新たな譲渡

登記を作成し、これに次に掲げる事項を記録することによって行う。 35 

（ア）分割をする根譲渡担保権に係る譲渡登記に記録されている事項（転譲渡担保権の

設定の登記に係る事項等を除く。） 

（イ）分割譲渡された根譲渡担保権を有する者の氏名及び住所等 

 



58 

３ 留保所有権に関する登記制度の見直しの概要（所有権留保登記の新設） 

   留保所有権に関する登記制度の見直しの概要を次のとおりとする。  

 ⑴ 所有権留保契約の留保売主等及び留保買主等（法人に限る。）は、動産の所有権の留保

について所有権留保登記の申請をすることができる。 

  ⑵ 所有権留保登記がされたときは、所有権の留保に係る動産について引渡しがあったも5 

のとみなす。 

⑶ 所有権留保登記については、動産譲渡登記に関する規定を準用する。 

 

第 25 その他 

その他所要の規定を整備するものとする。 10 

（説明） 

  民法第 496条第１項の規定は、供託によって譲渡担保権が消滅した場合には適用しない

こと、譲渡担保権は質権とみなして民法第 518条の規定を適用すること、譲渡担保権は、

質権とみなして、仮登記担保契約に関する法律の規定を適用することなどを予定している。 


